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命 令 書（写） 

 

 

再審査申立人    Ｘ組合 

 

 

 

再審査被申立人   公立大学法人Ｙ  

 

 

上記当事者間の中労委平成２９年（不再）第２９号事件（初審山梨県労委平

成２８年（不）第１号事件）について、当委員会は、令和２年３月４日第２６

３回第二部会において、部会長公益委員岩村正彦、公益委員沖野眞已、同相原

佳子、同守島基博出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主         文 

１ 初審決定を取り消す。 

２ 再審査被申立人は、本命令書受領の日から１週間以内に、下記内容の文書

を再審査申立人に交付しなければならない。 

記 

令和 年 月 日 

Ｘ組合 

執行委員長  Ａ１ 殿 

公立大学法人Ｙ 

理事長  Ｂ１ ㊞ 
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平成２８年１月１３日に行われた貴組合との学科長規程に係る団

体交渉における当法人の対応は、中央労働委員会において、労働組

合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認定されまし

た。今後、このようなことを繰り返さないように留意します。 

   （注：年月日は文書を交付した日を記載すること。） 

３ その余の救済申立てを棄却する。 

 

理        由 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 本件は、①公立大学法人Ｙ（以下「法人」という。）において平成２７年

３月２１日（以下「平成」の元号は省略する。）に制定した公立大学法人Ｙ

職員退職手当規程（以下「２７年退職手当規程」という。）に関し、同年２

月から２８年１月にかけて行われた団体交渉（以下「団交」という。）にお

ける法人の対応が労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第２号の不

当労働行為に、②法人において２８年１月６日に制定したＹ学科長規程（以

下「学科長規程」という。）に関し、同月１３日に行われた団交における法

人の対応が同条第２号の不当労働行為に当たるとして、Ｘ組合（以下「組

合」という。）が、２８年３月１８日、山梨県労働委員会（以下「山梨県労

委」という。）に救済申立てをした事案である。 

 なお、組合は、２９年４月２０日付け「準備書面(４)」において、上記

①、②の法人の対応が労組法第７条第３号にも当たる旨主張した。また、

後記第３の９のとおり、組合は、救済申立てを追加しているが、当該追加

された申立てが再審査の範囲に含まれるか否かについては争いがある。 

２ 初審において請求した救済内容の要旨 



 

 

- 3 - 

 

 ⑴ ２７年退職手当規程に関する誠実団交応諾 

⑵ 学科長規程に関する誠実団交応諾  

（なお、初審において請求した救済内容については、当事者間に争いがあ

る。） 

 ３ 初審決定の要旨 

     山梨県労委は、２９年４月１３日、組合の組合員の範囲に管理職手当の

支給対象である職が含まれ、また、法人の審議機関である教育研究審議会

（以下「教研審」という。）の構成員が含まれることから、組合は労組法

第２条ただし書第１号に該当するとして、労組法上の「労働組合」の規定

に適合しない旨の資格審査決定をするとともに、救済申立てを却下する決

定をし、同月２１日、当事者に交付した。 

 ４ 再審査申立ての要旨 

 組合は、２９年５月８日、初審決定を不服とし、同決定の取消し及び下

記５の内容の救済命令を求めて、再審査を申し立てた。 

５ 再審査において請求する救済内容の要旨 

  ⑴ ２７年退職手当規程に関する誠実団交応諾 

  ⑵ 学科長規程に関する誠実団交応諾 

  ⑶ 文学部社会学科（以下「文学部」を省略することがある。文学部初等

教育学科及び同学部比較文化学科について同じ。）の専任教員であるＡ２

組合員（以下「Ａ２」という。）及びＡ３組合員（以下「Ａ３」という。）を、

３０年度に設置する教養学部地域社会学科（以下「教養学部」を省略す

ることがある。教養学部学校教育学科について同じ。）に配属すること 

なお、組合は、当初は上記２名に加え、同じく文学部社会学科の専任

教員であるＡ４組合員（以下「Ａ４」といい、書記長就任中は「Ａ４書記長」

ということがある。また、上記３名を総称して「組合員３名」というこ

とがある。）の配属を請求していたが、Ａ４が３１年３月末日をもって他
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大学に移籍することを踏まえて、Ａ２及びＡ３の配属を請求する旨へと変

更した。 

  ⑷ 上記⑴から⑶に関し、謝罪文の交付及び掲示 

 ６ 本件の争点 

⑴ 申立人適格について 

組合は、労組法上の申立人適格を有するか。（争点１） 

⑵ ２７年退職手当規程に関する団交について 

２７年退職手当規程に関し、２７年２月２７日から２８年１０月１９

日にかけて行われた団交（２７年２月２７日、３月１２日、４月２２日、

５月２０日、８月５日、２８年１月１３日及び１０月１９日）における

法人の対応が、労組法第７条第２号、第３号に該当するか。（争点２） 

⑶ 学科長規程に関する団交について 

学科長規程に関し、２８年１月１３日に行われた団交における法人の

対応が、労組法第７条第２号、第３号に該当するか。（争点３） 

⑷ 組合員３名の配属について 

 ア 再審査の範囲について 

組合員３名の配属に関する申立て（下記イ）が、労働委員会規則（以

下「労委規則」という。）第５４条第１項の再審査の範囲を超えるもの

として、不適法な申立てか。（争点４－１） 

    イ 組合員３名の配属について 

法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する地域社会学科の

演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属を決定したことは、組

合員Ａ４、Ａ２及びＡ３を同学科に配属しない旨の決定をしたものとし

て、労組法第７条第１号、第３号に該当するか。（争点４－２） 

 

第２ 当事者の主張の要旨 
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１ 争点１（申立人適格）について 

  ⑴ 組合の主張 

組合には教研審の構成員である学科長が含まれているが、以下のとお

り、学科長は「監督的地位にある労働者」及び「使用者の利益を代表す

る者」（労組法第２条ただし書第１号）にも当たらないのであるから、組

合は、労組法上の申立人適格を有する。 

ア まず、教研審は、教員の人事及び評価に関する事項等を審議するが、

人事労務に関する決定機関は理事会、理事長又は学長であって、教研

審は審議機関にすぎない。また、教研審の構成員が教研審における審

議結果に拘束されるものではないから、組合員としての誠意と責任に

反する行動を強いられるものではない。さらに、人事情報は、学科会

議や選考委員会の構成員も触れることがあるため、教研審の構成員の

みが触れる情報というわけではない。 

したがって、教研審の構成員であったからといって、その職務の義

務と責任とが、組合員として誠意と責任とに直接てい触するものでは

ない。 

イ 次に、学科長は、学科の教員の利益を代表する立場にあるのであっ

て、法人の利益代表者に当たらない。また、これまでも、学科長が組

合執行委員長として団交を行ってきたことがあり、職務と組合員とし

ての誠意と責任とがてい触するようなことはなかった。 

  したがって、学科長が組合員であったからといって、その職務の義

務と責任とが、組合員としての誠意と責任とに直接てい触するもので

はない。 

⑵ 法人の主張 

組合には、以下のとおり、「監督的地位にある労働者」あるいは「使用

者の利益を代表する者」（労組法第２条ただし書第１号）に当たる者が含
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まれているのであるから、組合は、労組法上の申立人適格を有しない。 

ア 組合には教研審の構成員が含まれているところ、教研審は、大学の

教育研究に関する重要事項を審議する機関として設置されており、人

事事項を審議し、決議を行うほか、懲戒や服務規律の問題等労働条件

に関する事項を審議し、報告を受けている。したがって、教研審の構

成員は、人事等の秘密情報に接し、実際に人事権行使の意思決定過程

に関与しているから、同審議会の構成員は組合員としての誠意と責任

とに直接にてい触する監督的地位にある労働者に当たる。 

イ また、組合員である学科長は、学長の命を受け、学科を総括する。

教研審の構成員としての職務や学科を代表し、学科運営の総括及び連

絡調整等を行うものであり、法人の利益代表者に当たる。 

２ 争点２（２７年退職手当規程に関する団交）について 

⑴ 組合の主張 

法人は、２７年３月２１日、２７年退職手当規程を制定したが、その

前後に行われた同年２月２７日から２８年１０月１９日までになされた

団交における法人の対応は、以下のとおり、労組法第７条第２号、第３

号の不当労働行為に該当する。 

ア ２１年４月１日の法人設立とともに制定された公立大学法人Ｙ職

員退職手当規程（以下「２１年退職手当規程」という。）には、退職手

当の基本額に係る調整率（以下、単に「調整率」という。）の定めは

なく、法人設立の前後を通じ、Ｃ１市職員と同じ調整率（１００分の１

０４）を適用して退職手当が支給されていた。法人が提案した２７年

退職手当規程は、調整率を１００分の８７と定めるものであり、法人

は組合が理解し、納得することを目指して、２７年退職手当規程の内

容、とりわけ不利益の程度について丁寧に説明し、その規程の必要性

について根拠資料を提示しながら、譲歩案を検討するなどして、合意
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の成立に向けて努力する誠実な交渉を行わなければならなかった。 

それにもかかわらず、法人は、調整率は人事院勧告に基づいて決定

されるものであり団交で決定すべきではないとの態度を取り、２７年

退職手当規程を提案後、２７年２月２７日及び同年３月１２日の２回

の団交を開催したのみで、当初の提案どおりの改正を強行した。 

また、法人は、調整率について調整の余地があると述べたにもかか

わらず、制定された２７年退職手当規程における調整率の引下げはそ

のままで、調整額（下記⑵ア参照）の回復も少額にとどまっていたの

であり、法人が合意の成立に向けて誠実に努力をしたとはいえない。 

   イ 法人と組合は、２７年退職手当規程が提案される前から、退職手当

の引下げ問題をめぐり係争中であった。２５年３月１５日に法人が強

行した公立大学法人Ｙ職員退職手当規程の一部改正（以下「２５年改

正」という。）の効力を争った退職金支払請求訴訟（平成２５年（ワ）

第２０２１号。以下「別訴」という。）について、東京地方裁判所立川

支部、東京高等裁判所及び最高裁判所が、いずれも、２５年改正の効

力を無効とする判決等（以下それぞれ「別訴地裁判決」、「別訴高裁判

決」及び「別訴最高裁決定」という。）をしたのであるから、法人は、

組合の要求どおり、２１年退職手当規程に遡って退職手当規程の改正

の交渉を行わなければならなかった。 

しかしながら、法人は、２５年改正が有効であるとの独自の解釈に

固執して２７年退職手当規程も有効であると主張するほか、別訴地裁

判決後の団交においても、２７年退職手当規程への同意を要求するの

みで、別訴地裁判決を前提とした２１年退職手当規程に遡った退職手

当規程の改正の交渉に応じなかった。このような法人の対応は誠実交

渉義務に反するもので、実質的には団交の拒否に当たり、組合の弱体

化を図るものであるから支配介入に当たる。 
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⑵ 法人の主張 

２７年２月２７日から２８年１０月１９日までになされた団交にお

ける法人の対応は、以下のとおり、労組法第７条第２号、第３号の不当

労働行為には該当しない。 

ア 法人は、組合からの要望を踏まえ、基礎在職期間に応じて算出され

る調整額（以下、単に「調整額」という。）を引き上げる旨の提案に加

え、退職手当の基本額の基礎となる月額を増額するなどの提案を行い、

組合との合意形成に向けた努力を行った。 

また、法人は、調整率の点を含めて新たな退職手当規程を提案し、

交渉していきたいと述べているのであって、殊更、調整率の点に限っ

て交渉の余地があると明言はしていない。 

イ 別訴地裁判決は、２５年改正の一般的な効力を判断したものではな

いことに加え、同判決は、２５年改正を手続の瑕疵により無効である

と判断したにすぎない。そして、２７年退職手当規程は、２５年改正

とは独立して制定されているのであるから、２７年退職手当規程が有

効に存在することを前提に交渉することは当然である。そして、法人

は、上記考え方に基づいて組合の理解を得るべく２７年退職手当規程

の位置づけについて説明を重ねており、誠実に対応していた。 

 また、同年５月２０日や同年８月５日の団交においては、組合が自

ら、判決が出たところで協議したい旨述べたのであって、組合自らが

団交における議論を打ち切ったのである。 

したがって、法人の対応は誠実交渉義務に反するものではなく、団

交を拒否したことはなく、支配介入にも当たらない。 

３ 争点３（学科長規程に関する団交）について 

⑴ 組合の主張 

 法人が組合との団交を経ることなく２８年１月６日に学科長規程を制



 

 

- 9 - 

 

定したこと、同規程制定後の同月１３日の団交は、以下のとおり不誠実

であって、実質的に団交の拒否に当たり、支配介入にも当たるから、同

日の団交は、労組法第７条第２号、第３号の不当労働行為に該当する。 

ア 法人は、２７年１０月２３日の団交において、学科長規程の制定を

提案しているところ、組合は、学科長規程が交渉事項であるとの前提

で同日の団交に臨み、また、同日の団交において、学科長規程の提案

について組合の臨時総会を経なければ回答することができない旨伝

えた。 

組合（Ａ４書記長）は、同年１２月１８日の予備交渉において、法人

（Ｂ２総務課長。以下、同課長を「Ｂ２課長」といい、事務局長就任後

は「Ｂ２局長」という。）に対し、臨時総会において学科長規程第４条

第１項の制定に反対する旨決議された旨を明確に伝えた。また、同日

の予備交渉では、学科長問題を含む団交事項が合意され、２８年１月

１３日に団交が開催されることになった。しかしながら、法人は、同

日の団交前に学科長規程を制定したのであって、組合との団交を軽視

し、不誠実な対応をした。 

法人は、学科長規程の制定については団交事項となっていない旨主

張するが、学科長の管理職化及び学科長規程の制定について団交にお

いて協議されていたのであって、団交事項に当たらないということは

ない。 

 イ さらに、２８年１月１３日の団交において、法人は、教研審で既に

協議済みであると回答するのみであり、また、組合が同月６日の教研

審の議事録の提出を求めたのに対し、提出を拒むなど不誠実な対応を

した。 

ウ 上記法人の対応は、誠実交渉義務に反し、実質的に団交の拒否に当

たり、支配介入にも当たる。 
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⑵ 法人の主張 

２８年１月６日の学科長規程制定後に行われた同月１３日の団交に

おける法人の対応は、以下のとおり、労組法第７条第２号、第３号の不

当労働行為に該当しない。 

 ア 法人は、学科長の管理職化と学科長規程の制定は別の事項と捉えて

おり、組合に対し、学科長の管理職化について、すなわち給与に関す

る規程を改定して学科長に対して管理職手当を支給するか否かとい

う事項について、団交の議題とすることを求めたが、学科長規程に関

する事項を団交の議題として取り上げたことはない。 

   ２７年１２月１８日の予備交渉においても、学科長の管理職化のみ

を交渉議題とすることを考えており、学科長規程は参考資料であって、

その旨説明している。 

イ 仮に、団交事項に当たるとしても、２８年１月６日の教研審におい

て、組合のＡ５執行委員長（当時。以下「Ａ５委員長」という。）が、法

人の提案を特段の留保なく受け入れたことから、法人は、組合の理解

も得られ、交渉は尽くされていると考えて学科長規程の制定に至った。 

したがって、同月１３日の団交前に、学科長規程を制定したとして

も、法人の対応が不誠実とはいえない。 

また、同月１３日の団交において、法人は、教研審の議事録の提出

を拒否してはおらず、作成すると述べたにすぎず、その他の組合から

の申入れに対しても持ち帰り検討する旨述べ、誠実に対応した。 

ウ したがって、法人の対応は、不誠実団交にも、支配介入にも当たら

ない。 

４ 争点４－１（組合員３名の配属に係る再審査の範囲）について 

⑴ 法人の主張 

組合は、初審における救済申立てにおいて、団交拒否に係る救済のみ
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を求めていたのであって、組合員３名の配属に関する事実については何

ら救済を求めていない。 

組合は、組合員３名の配属について記載した２９年２月２１日付け

「準備書面（３）」を同月２７日の初審第５回調査期日で陳述した旨主張

するが、同期日において、不当労働行為を構成する具体的事実の追加又

は変更の手続はなされていない。また、組合が救済申立てを追加したと

主張する同年４月２０日付け「準備書面（４）」は、初審の調査期日にお

いて陳述されておらず、不当労働行為を構成する具体的事実に関する主

張の追加又は変更の手続を経ていないのであるから、組合員３名の配属

に関する救済申立ては、初審において請求した範囲には含まれない。 

したがって、組合員３名の配属に関する不服申立ては、労委規則第５

４条第１項の再審査の範囲を超える不適法な申立てであるから、却下を

免れない。 

⑵ 組合の主張 

初審山梨県労委は、２９年４月２７日の第６回調査期日を指定し、同

月２０日までに主張書面を提出するよう指示していたことから、組合は、

同日、組合員３名を地域社会学科に配属するよう求める救済申立てを追

加する旨の同日付け「準備書面（４）」を提出した。 

しかし、山梨県労委は、第６回調査期日を行うことなく、本件救済申

立てを却下したのであって、本件初審決定は、組合に対する不意打ちで

あり、適正手続に反する違法がある。また、上記のとおり、組合は「準

備書面（４）」を提出して、初審において救済申立てを行ったものといえ

るから、組合員３名の配属に関する不服申立ては、「初審において請求し

た範囲」（労委規則第５４条第１項）に含まれる適法な申立てである。 

また、組合は、組合員３名への不当労働行為についての救済につき、

これを記載した２９年２月２１日付け「準備書面（３）」を同月２７日の
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初審第５回調査期日において陳述しているのであるから、この点からも

組合員３名の配属に係る救済申立ては再審査の範囲に含まれる。 

５ 争点４－２（組合員３名の配属に係る不当労働行為の成否）について 

⑴ 組合の主張 

法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する教養学部地域社 

会学科の演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属を決定したこと

は、以下のとおり、組合員３名を同学科に配属しない旨の決定をしたも

のとして、組合員又は正当な組合活動を理由とする不利益な取扱いであ

り、かつ支配介入に該当し、労組法第７条第１号、第３号の不当労働行

為が成立する。 

ア 不利益な取扱いに当たること 

法人は、地域社会学科の演習科目群を決定し、組合員３名のみを地

域社会学科から排除しているところ、組合員３名は、教養学部地域社

会学科が新設された３０年４月１日以降も文学部社会学科の専任教

員となっており、社会学科の在学生が卒業すれば、これまで担当して

いた演習科目を担当することができなくなる。そもそも、公募要領に

よれば、組合員３名は演習科目を担当できることを前提に法人に採用

されたのであって、演習科目を担当することが雇用契約の重要な内容

となっていることからすると、演習科目を担当することができなくな

ることは、組合員３名にとって、契約違反であるとともに不利益に当

たるものである。 

また、組合員３名は、地域社会学科の学科会議への参加を認められ

ておらず、大学の自治、運営に参加することができないという不利益

を被っている。 

さらに、組合員３名は、大学ホームページにおいて「社会学科（２

０１８年度募集廃止）」の専任教員として紹介され、不当な肩書を付さ
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れることによる精神的苦痛を被っている。 

したがって、法人が地域社会学科の演習科目群を決定し、これに基

づく教員の配属を決定したことは、組合員３名を同学科に配属しない

旨の決定をしたものであり、これらの法人の行為は、不利益な取扱い

に当たる。 

イ 不当労働行為意思があること 

(ｱ) 組合は、２５年改正や学科長規程に関して法人の提案に反対す

る団交を行い、２５年改正に係る訴訟提起を支援し、本件救済申立

てをするなどの組合活動を行っており、法人とは対立する状況にあ

った。このような状況の中で、法人は、組合活動の中心であった組

合員３名のみを地域社会学科に配属しなかったのである。 

(ｲ) また、法人が、組合員３名を地域社会学科に配属しないことにつ

いて、以下のとおり、経営上の必要性や合理性はない。 

  まず、法人は、組合員３名の専門科目を演習科目として配置する

ことは容易に可能であったにもかかわらず、意図的に組合員３名の

専門科目を外して演習科目を設定したものである。 

次に、組合員３名は、学科改編にあたり、教養学部地域社会学科

に係る３ポリシー（後記第３の８⑷カ）が決定された後はこれに反

対する意見を述べたことはなく、設定された地域社会学科のカリキ

ュラムの中で、組合員３名の専門分野は科目適合性もある。このよ

うに、組合員３名は、地域社会学科の３ポリシーに賛同すること及

び科目適合性があることという選考基準を満たすにもかかわらず、

法人は、組合員３名を選考基準に適合しないとして地域社会学科に

配属しなかったのであり、このような法人の取扱いには、合理性が

ない。 

また、法人の方針に反対意見を述べていた者は組合員３名だけで
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はなかったが、これらの者は配属の意向確認がされて配属が実現さ

れている一方、組合員３名については、配属の意向確認すらなされ

ていないのであるから、手続的にも不自然、不合理である。 

さらに、学科改編においては、文学部社会学科の学生を募集停止

し、同社会学科を廃止して、教養学部地域社会学科を新設すること

から、地域社会学科は、社会学科を引き継ぐ実質的に同一のもので

あり、法人は、労働契約上、文学部社会学科に所属する教員を可能

な限り教養学部地域社会学科に配属させるよう努力する義務を負

う。そして、社会学科に所属していた教員は、組合員３名を除く９

名全員が地域社会学科に配属されたことも踏まえると、組合員３名

のみを地域社会学科に配属させなかったことに合理的理由がない。 

(ｳ) 以上のとおり、法人が、組合員３名を地域社会学科に配属しない

ことにつき、経営上の必要性や合理性はなく、組合活動を嫌悪し、

組合の弱体化を意図したものであって、不当労働行為意思がある。 

  ⑵ 法人の主張 

 法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する教養学部地域社会

学科の演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属を決定したことは、

以下のとおり、労組法第７条第１号、第３号の不当労働行為には当たら

ない。 

   ア 不利益な取扱いに当たらないこと 

組合員３名が、教養学部地域社会学科に配属されていないからとい

って、教授又は准教授たる身分や給与等の労働条件に変更はない。組

合員３名については、共通教育センターへの配属を検討していたが、

３０年度においても、従前と同じ文学部社会学科に所属しているもの

であり、不利益は生じていない。 

また、担当科目につき、公募要領では「担当予定科目」と記載され
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ているものであり、多種多様な科目を担当することが想定されている

のであって、「演習科目」も将来にわたって担当することが確約されて

いるものではない。 

イ 不当労働行為意思がないこと 

(ｱ) 学科改編が決定された時期と組合員３名がそれぞれ組合活動の

中心となっていた時期とは合致していないことに加え、地域社会学

科及び学校教育学科には組合員が多数配属されており、取り分け、

組合のＡ６執行委員長（以下「Ａ６委員長」という。）は、学科改編

により初等教育学科から学校教育学科の専任教員に配属されてい

る。 

これらの事情からすると、法人が、組合員３名につき、組合員で

あること及び組合活動を理由に配属しなかったということはない。 

(ｲ) また、法人が、組合員３名を教養学部地域社会学科に配属しない

ことについては、以下のとおり、経営上の必要性や合理性がある。 

学科改編は、試験合格の定員割れを推薦合格で穴埋めする実質的

な定員割れの状況を改革するために行われたものであり、必要性が

ある。また、法人は、学生及び受験生がどのような科目を魅力と捉

えるかという観点から教養学部地域社会学科に係る３ポリシー（後

記第３の８⑷カ）を作成し、それに沿ったカリキュラム及び演習科

目を設定したのであって、演習科目群の構成には合理性がある。 

そして、教養学部地域社会学科に配属される教員の選定について

は、（Ａ）上記３ポリシーに賛同し、（Ｂ）演習科目との関係で専門

性や科目適合性を有していることを選考基準とし、法人は、選考基

準に適合する教員に対してのみ意向を確認して専任教員に選定した

ものであり、適合しない者には意向確認を行っていない。 

その結果、組合員３名については選考基準に適合しなかったため、
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教養学部地域社会学科には配属しないこととなったのであって、組

合員３名を配属しないことには合理的理由がある。 

さらに、文学部社会学科と教養学部地域社会学科は全く別組織で

あって同一であるとはいえず、文学部社会学科に所属していた専任

教員が、教養学部地域社会学科の専任教員として就労する権利が当

然に生じるものではなく、教養学部地域社会学科に配属するか否か

は法人がその人事権によって決めるものである。 

(ｳ) 以上のとおり、法人が、組合員３名を地域社会学科に配属しなか

ったことについては、必要性、合理性があるものであって、組合員

であること、組合活動を理由とするものではないため、不当労働行

為意思はない。 

６ 争点４－２に関する救済方法について 

⑴ 組合の主張  

組合員３名を地域社会学科に配属しない取扱いが不当労働行為であ

ることから、それを救済するには、組合員３名を地域社会学科に配属す

るよう命じるべきである。 

組合員３名のうちＡ４は、３０年度末をもって他大学に移籍すること

から、Ａ２及びＡ３を地域社会学科の専任教員として配属せよ、との命令

を求める。 

地域社会学科と社会学科は実質的には同一であり、社会学科の教員は

組合員３名を除いて全員が地域社会学科に配属されたのであるから、組

合員３名を配属させる命令を出したとしても労働委員会の裁量権の範囲

を逸脱、濫用するものではない。 

⑵ 法人の主張 

組合員３名を教養学部地域社会学科に配属するか否かは、法人の人事

権の範囲に含まれるものである。 
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法人は、組合員３名については、配転命令を出しておらず、文学部社

会学科所属のままであることから、これについて、労働委員会が教養学

部地域社会学科に配属することや就労させることを命じることは、その

裁量権の範囲を超えるものであって許されない。 

 

第３ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者 

⑴ 組合 

組合は、昭和４５年６月２日に結成され、法人の職員（教員及び一般職

員）により構成されている。初審申立て時の組合員数は６７名であった。 

  ⑵ 法人 

ア 法人は、肩書地においてＹ（以下「大学」という。）を設置及び管

理する公立大学法人（地方独立行政法人法第２１条第２号、第６８条

以下）であり、設立団体はＣ１市である。大学は、２１年４月１日に

法人が設立されるまでは、Ｃ１市の市立大学であった。   

 ２８年５月１日現在、大学には、教員３９９名（専任教員８９名、

特任教員１１名及び非常勤講師２９９名）、一般職員４０名、計４３

９名の職員が在籍している。 

なお、本件における専任教員とは、専ら一つの大学における教育研

究に従事する教員（大学設置基準第１２条参照）のうち、所属学科に

おいて卒業論文指導を行う演習科目（以下単に「演習科目」という。）

を担当する教員を指す。  

    イ 法人の運営組織には、理事長、副理事長等の役員から成る理事会、

審議機関である経営審議会及び教研審等がある（公立大学法人Ｙ定

款（以下「定款」という。）第８条以下）。大学の学長には副理事長が

就任し、副学長は理事をもって充てるものとされ、学長又は副学長を
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補佐する職として学長補佐が置かれている（公立大学法人Ｙ組織及

び運営に関する規程（以下「組織運営規程」という。）第４条ないし

第６条。）。 

ウ ３０年３月３１日以前、大学の学部は文学部のみであり、同学部内

に初等教育学科、社会学科等の５つの学科があった。３０年４月１日

以降は、同日付けで法人が行った学科改編により、文学部初等教育学

科及び社会学科の学生募集が停止されるとともに、新たに教養学部が

設置され、同学部内に学校教育学科及び地域社会学科等が設置された

（下記８）。 

大学の大学院文学研究科には研究科長（学長をもって充てるものと

される。）及び研究科委員長が置かれ、各学科には学科長が置かれ、

上記以外の教育研究施設等（附属図書館、各センター）にはそれぞれ

の長が置かれている（組織運営規程第２０条以下）。                              

２ 組合員の範囲 

  ⑴  初審決定時の組合員の範囲 

 山梨県労委が２９年４月１３日に初審決定をした当時の組合員の範囲

は次のとおりであった。 

ア 組合が最終的に山梨県労委に提出したＸ組合規約（以下「組合規約」

という。）は、２９年１月２５日付けで改正されたものであり、それに

は「組合はＹの専任教職員（特任教職員を含む）で、組合に加入する

者（以下『組合員』という。）をもって組織する。ただし、労働組合法

第２条第１項に規定されている者を除く。」（第２条第１項）との規定

がある。また、同日付け付帯事項として、「労働組合法第２条第１項に

規定されている者とは、学長及び副学長を指す。」との運用が定められ

ていた（なお、下記⑵のとおり、この運用は本件再審査係属後に改正

された。） 
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イ ２９年４月１日時点において、組合員には学長補佐３名、大学院文

学研究科委員長１名、学科長５名、各センター長（附属図書館長を含

む。）５名が含まれており、これらの職はいずれも教研審の構成員であ

った。 

これらのうち学科長以外の職は管理職手当の支給対象であった。 

⑵  再審査結審時の組合員の範囲 

    ア  本件再審査係属後の２９年１１月１５日、組合は、組合規約第２条

第１項の運用を「労働組合法第２条第１項に規定されている者とは、

管理職手当を支給され、かつ教育研究審議会構成員である者とする。」

と改正した。この改正により、学長補佐、大学院文学研究科委員長、

各センター長（附属図書館長を含む。）は組合員から除かれた。 

  イ ３０年４月１日時点において、組合員には学科長４名（学校教育学

科長、国文学科長、英文学科長及び比較文化学科長）が含まれており、

これらの職はいずれも教研審の構成員であった。 

ウ 上記ア、イにより、教研審の構成員のうち組合員は学科長のみとな

った。 

エ 本件再審査が結審した３１年２月１４日の時点において、上記アな

いしウの事実が変更されたことは認められない。 

３ 教研審について 

 ⑴ 構成等 

 教研審は、大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関である（定

款第２３条第１項）。教研審の構成員は学長、理事及び法人の規程で定め

る教育研究上重要な組織の長等から構成される（定款第２３条第２項、

公立大学法人Ｙ教育研究審議会規程（以下「教研審規程」という。）第２

条）。教研審の審議事項は、「重要な規程の制定及び改廃に関する事項の

うち、教育研究に関する事項」、「教育課程の編成に係る方針に関する事
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項」、「教員の人事及び評価に関する事項」等である（定款第２７条、教

研審規程第４条第１項）。教研審は非公開とされている（教研審規程第１

０条）。 

２８年度から３０年度までの教研審の構成員の構成は別紙１のとお

りであった。      

⑵ 人事案件 

ア 教研審で審議する人事案件は、専任教員の採用・昇任等であり、議

決は投票により決する（教育研究審議会で審議する人事案件の投票に

関する内規第２条）。 

教研審に付議する人事案件の資料は、３０年３月以前は、同内規第

４条に基づき、投票日前日まで教研審の構成員及び専任教員に公開さ

れていた。同年４月１日以降は、同条の改正により、教研審の構成員

のみに公開されている。 

イ 学長は、翌年度の教員配置について各組織の長から採用・昇任計画書

(組織案)を提出させ、ヒアリングを行った上、自ら採用・昇任計画書

(案)を作成し、教研審に付議する（公立大学法人Ｙ教員選考規程第２

条、第３条）。また、学長は、教研審に提出する採用・昇任候補者の原

案を作成するため、教員選考委員会を設置し（同規程第５条）、その審

査結果等を踏まえ、教研審の議を経て採用者又は昇任者を決定する（同

規程第６条、第７条）。 

なお、教員選考委員会は、当該教員が所属する組織の長及び専任教員

等から構成される（公立大学法人Ｙ選考委員会規則第２条）。 

ウ 教員の懲戒処分については、教研審の議を経るものとされ、教研審は、

処分の要否及び処分の内容の案を決定し、理事会に付議する（公立大学

法人Ｙ職員懲戒規程第１０条）。職員は、理事会の審査結果によるもの

でなければ、懲戒処分を受けることはない（同規程第２条）。 
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４ 学科長について 

⑴ 学科長規程 

学科長規程は、２８年１月６日の教研審で承認され、同日、理事会にお

いて制定された。学科長規程には、以下の定めがある。 

ア 学科長は、次の各号に掲げる職務を行う。（学科長規程第３条） 

 (ｱ) 教研審の委員としての職務に関すること 

 (ｲ) 学科を代表し、学科運営の総括及び連絡調整に関すること 

 (ｳ) 学科会議を招集し、その議長となること 

 (ｴ) 学科間の連絡調整に関すること 

 (ｵ) その他学科の運営に関すること 

イ 学科長は、当該学科からの推薦を参酌して学長が任命する（学科長規

程第４条第１項）。 

 ⑵ 学科長の職務等 

ア 学科長は、教研審の構成員の職務に関すること、学科運営の総括及び

連絡調整に関すること、学科会議の議長となること等を職務とする（上

記⑴ア参照）。また、教員の採用、昇任について、学科長は、当該学科の

教員に係る採用・昇任計画書(組織案)を学長に提出し、教員選考委員会

の委員長となる（上記３⑵イ）。 

なお、学科会議は当該学科に所属する専任教員で組織され（Ｙ学科会

議規則第２条第１項）、学科の教員に係る採用・昇任計画書（組織案）の

作成のほか、授業、卒論指導、成績評価、シラバスの点検その他カリキ

ュラムの運用・実施等について審議する（同規則第３条）。 

イ ２８年１月６日に学科長規程が制定されるまでは、学科長は原則とし

て持ち回りとされ、当該学科の教員の互選により決定されていた。 

５ 法人における退職手当規程の制定等 

⑴ ２１年退職手当規程の制定等 
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   ア 法人の職員の退職手当は、２１年３月３１日までの間、Ｃ１市が同市

職員の退職手当に関して定める「Ｃ１市職員の退職手当に関する条例」

（以下「本件退職手当条例」という。）に基づいて支給されていた。 

イ 法人は、２１年４月１日の法人設立に際し、職員の退職手当に関し

て、２１年退職手当規程を定めた。 

同規程によれば、退職する職員に対して支給する退職手当の金額は、

退職時の勤続期間や退職理由による係数に基づいて算出される基本

額に調整額を加えた額とされていた（２１年退職規程第４条～第８条、

第１１条～第１２条)。 

ウ 法人は、２１年４月から２５年３月２８日までの間、退職する職員

に対し、本件退職手当条例に定められた調整率（本件退職手当条例附

則第７条）と同じ調整率１００分の１０４を乗じて基本額を算出して、

退職手当を支給していた。 

  なお、２１年退職手当規程には、調整率に関する規定は存在しない。 

⑵ Ｃ１市職員の退職手当条例の改正等 

ア ２４年３月、人事院は、「民間の企業年金及び退職金の調査結果並び

に当該調査結果に係る本院の見解の概要」と題する書面を発表し、同

書面において、公務員の退職金が民間企業における退職金よりも１３．

６５％上回っていることから、国家公務員の退職給付につき、官民均

衡の観点から民間との較差を埋める措置が必要であるとの見解（以下

「本件人事院見解」という。）が示された。 

イ ２４年８月７日、本件人事院見解を受けて、国家公務員の退職手当

の支給水準を引き下げるべく、調整率を次表のとおり段階的に引き

下げる旨の国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）の

改正案を国会に提出する旨の閣議決定がされた。 

  同閣議決定において、独立行政法人の退職手当については、国家公
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務員の退職手当の見直しの動向に応じて、独立行政法人通則法（平成

１１年法律第１０３号）の趣旨を踏まえつつ、今般の国家公務員の退

職手当制度の改正に準じて必要な措置を講ずるよう要請等を行う旨付

記されていた。また、地方公務員の退職手当についても、国家公務員

の退職手当の見直しの動向に応じて、各地方公共団体において制度の

趣旨を踏まえ、今般の国家公務員の退職手当制度の改正に準じて必要

な措置を講ずるよう要請する旨付記されていた。 

期間 調整率 

現行 １００分の１０４ 

２５年１月１日～２５年９月３

０日 

１００分の９８ 

２５年１０月１日～２６年６月

３０日 

１００分の９２ 

２６年７月１日以降 １００分の８７ 

ウ ２４年１２月２７日、Ｃ１市は、本件退職手当条例について、次の経

過措置を経て、退職手当の基本額に係る調整率を１００分の１０４か

ら１００分の８７に引き下げる旨の「Ｃ１市職員の退職手当に関する

条例等の一部を改正する条例」（以下「本件改正条例」という。）を制

定し、２５年２月１日、施行した。   

① ２５年２月１日～同年９月３０日：１００分の９８ 

② ２５年１０月１日～２６年６月３０日：１００分の９２ 

③ ２６年７月１日以降：１００分の８７ 

６ 退職手当規程の改正に係る交渉及び訴訟の経過等 

⑴ 退職手当規程改正の経過等 

ア ２５年１月、法人は組合に対し、退職手当の調整率をＣ２県及びＣ１

市に倣って減じることを提案したところ、組合はこれに反対した。 
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イ ２５年３月１５日、法人は、施行期日を同月２９日として、２１年

退職手当規程を改正する２５年改正をした（平成２５年３月１５日公

立大学法人Ｙ規程第４号）。 

(ｱ) 上記平成２５年３月１５日規程第４号は、２１年退職手当規程

の附則に係る改正を内容とするものであり、２５年改正後の２１

年退職手当規程には、附則（平成２５年３月１５日規程第４号）

第２項として下記のとおり定める規定がある。 

記 

第１条第２項に基づき準用する本件改正条例附則第１項中「平

成２５年２月１日」とあるのは、「平成２５年３月２９日」とする。 

 (ｲ) ２５年改正後の２１年退職手当規程の第１条には、同条第２項

として下記の規定がある。もっとも、２１年退職手当規程制定時、

第１条には第２項の規定はなく、また、２５年改正後の２１年退

職手当規程にも、２１年退職手当規程制定以降２５年改正までの

間に２１年退職手当規程を改正した旨の記載はない。 

  記 

この規程に定めのない事項については、Ｃ１市職員の退職手当

に関する条例（昭和３７年Ｃ１市条例第３３号）及びその他の退職

手当関係条例施行規則（平成１８年Ｃ１市規則第１６号）及びその

他の退職手当関係規則（以下「規則」という。）、その他Ｃ１市の関

係例規、通知等を準用する。 

ウ ２５年８月２９日、同年３月３１日をもって法人を退職した元職員

６名を原告とする別訴が、東京地方裁判所立川支部に提起された。上

記別訴の原告らは、２５年改正後の２１年退職手当規程附則（平成２

５年３月１５日規程第４号）第２項が前提とする２１年退職手当規程

第１条第２項は存在せず、同条項を挿入するとの適法な変更手続も行
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われていない旨、法人は退職手当を根拠なく一方的に減額して支給し

た旨主張し、未払退職手当等の支払を求めた。 

エ 上記別訴提起に先立つ２５年７月１０日、組合は、臨時総会におい

て、別訴の原告らを支援することを決議し、同年８月２９日に別訴が

提起された後、組合は原告らとともに記者会見を行った。 

当時の組合役員には、Ａ３が書記長、Ａ２が執行委員として加わって

おり、Ａ３は組合員に記者会見への参加を呼びかけ、Ａ２は執行委員長

とともに上記の記者会見に出席した。 

なお、当時の組合には後に法人理事兼副学長となるＢ３（以下「Ｂ３

副学長」という。）及びＢ４（以下「Ｂ４副学長」という。）が加入して

おり、別訴の支援に反対する意見を述べていた。 

  ⑵ ２７年退職手当規程に係る交渉経過等（別訴地裁判決前） 

ア ２７年２月４日、組合と法人は団交を行った。組合から、社会学科

に所属するＡ５委員長及びＡ２並びに図書館情報センターに所属する

Ａ７書記長（会計就任後は「Ａ７会計」という。）外１名が出席し、社会

学科に所属するＡ３、Ａ４及び比較文化学科に所属するＡ８（比較文化

学科長就任中は「Ａ８比較文化学科長」という。）が傍聴した。なお、

Ａ２は職員過半数代表でもあった。 

また法人から、Ｂ５事務局長（以下「Ｂ５局長」という。）、Ｂ２課長外

３名が出席した。 

(ｱ) 法人は、退職手当規程の全部改正について説明すると述べ、同日

の団交資料として退職手当規程の案を提示した。同案では、Ｃ１市の

条例の準用について定める規程（上記⑴イ(ｲ)記載の２１年退職手

当規程第１条第２項）が見え消しの形で削除され、附則に、当分の

間調整率を１００分の８７とする旨の規程が赤字で記載されてい

た。なお、これらの点は、下記イの団交で法人が提出した退職手当
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規程の案についても同様であった。 

法人は、退職手当規程の改正理由について、退職手当に関する事

項については労働基準法により就業規則に定めなければならない

事項とされているので、これまでＣ１市の条例を準用して運用して

いた部分につき、新たな規程を設けるものである旨述べた。また、

法人は、新たな退職手当規程につき、３月中に決定し２６年度退職

者から適用したい旨述べた。 

(ｲ) 組合（Ａ２）は、調整率１００分の８７は違法であると主張して

２５年改正について別訴において係争中であるため、法人が提示す

る退職手当規程の案の調整率について合意することはできない旨

述べた。これに対し、法人は、今回提案したのは、２５年改正とは

別の、２６年度退職者から適用する新たな規程である旨述べた。 

組合が、調整率について新たに交渉する余地はあるのかとただし

たのに対し、法人は、交渉の余地はある、１００分の８７にするか

１０４にするかは今後協議して決める、法人としては１００分の８

７を提案する旨述べた。 

組合が、調整率を１００分の８７に減じる場合の差額を退職積立

金で補填することについて検討を求めたのに対し、法人は、退職積

立金はＣ１市が退職準備基金として持っているものであるから、独

自財源には入っていないため、流用はできない旨述べた。 

イ ２７年２月２７日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ７書記長、Ａ２外１名が出席し、法人からＢ５局長、Ｂ２課長外３名が

出席した。 

法人は同日の団交資料として退職手当規程の案を提出し、国家公務

員の退職手当の調整額が２７年度から改正され、Ｃ２県、Ｃ１市が当該

改正を反映した対応をとることに準じて、大学でも２７年度から調整
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額を引き上げる旨説明した。 

一方、組合は、調整率を１００分の８７に減じることの見直しを求

めた。これに対し、法人は、人事院勧告に基づく措置であり、大学独

自の判断ではない旨述べた。また、法人は、給与及び退職手当を決定

するための評価システムがなく、独自の判断をするルールがないので、

頼るものは人事院勧告しかない旨述べた。 

組合は、調整率に係る暫定的な措置として、２６年度は調整率を９

２％にする、あるいは据え置くことを提案した。これに対し、法人は、

要望は承知した、理事会で再度検討する旨述べた。 

ウ ２７年３月１２日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ７書記長、Ａ２外１名が出席し、法人からＢ５局長、Ｂ２課長外３名が

出席した。 

  組合は、退職手当額を試算したところ、来年度以降の退職者につい

ては調整額の引上げでかなり補えるが、今年度の退職者については減

額幅が非常に大きいので、「号給回復を４月ではなく３月３１日に行

うなどの措置」、あるいは調整額の引上げを２６年度から適用する等

の措置はとれないのかと述べた。これに対し、法人は、予定していな

い、市も同様である旨述べた。 

組合は、別訴の経過から考えると、２４年度から２６年度までの退

職者については調整率を１００分の１０４とすることがソフトラン

ディングであると述べ、持ち帰って後日回答するよう求めた。法人は

これを了承した。 

組合は、２７年度からの退職対象者については、法人提案で妥結す

る旨述べた。 

エ ２７年３月１６日、Ｂ２課長は、Ａ７書記長に対し、「第４回団交後の

給与規程及び退職規程の修正について」と題するメールを送信した。
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このメールの本文には、Ｂ２課長が同月１２日の団交の前から退職手

当についてＣ１市と交渉してきたところ、本日添付資料のとおり回答

があった旨が記載されていた。 

また、このメールには、添付資料として、「給与構造改革に伴う昇給

抑制の回復について」と題し、Ｃ２県及びＣ１市において１９年度から

２２年度まで職員の昇給を４号給抑制した措置の回復に関するＢ２課

長とＣ１市役所行政管理課長（以下「市課長」という。）とのやり取り

を記載した書面が添付されていた。当該やり取りの内容は、Ｂ２課長が

①Ｃ１市において２７年４月１日付けで昇給抑制を２号給回復し（以

下「昇給抑制の完全回復」という。）、②２６年度退職者に係る特例措

置として、退職手当の基礎となる退職日（２７年３月３１日）におけ

る号給を２号給上位の号給とすることを要望したところ、市課長から

①昇給抑制の完全回復につき、要望どおり２号給を回復し、②２６年

度退職者に限って上記特例措置を認める旨の回答を得たというもの

であった。 

また、同メールには、上記②を反映した附則（平成２６年度退職者

の退職手当の特例）が記載された退職手当規程案が添付されていた。 

オ ２７年３月２０日、Ａ７書記長はＢ２課長に対し、組合と職員過半数

代表との連名による「平成２６年度 第４回団交回答書」と題する書

面をメールに添付して送付した。 

この書面には、２６年度退職者を退職日に２号給昇給させる旨の法

人の提案について、組合の試算ではこれによる減額の解消は１０万な

いし２０万円程度であり、２６年度退職者において最大数百万円の減

額が生じることは依然避けられない状況である旨、組合として、いま

だ別訴の判決が出ていない中でこの提案への同意を拒否せざるを得

ない旨記載されていた。 
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カ ２７年３月２１日、法人は、２１年退職手当規程の全部を改正する

旨の頭書がある２７年退職手当規程を制定し、同日施行した。２７年

退職手当規程は、上記ア及びイで法人が提案した退職手当規程の案と

同じであって、同規程に第１条第２項は存在せず、附則第２項におい

て、当分の間、退職手当の基本額に係る調整率を１００分の８７とす

る旨の経過措置が定められていた。 

  また、法人は、２７年退職手当規程に基づき、２６年度退職者に対

し、調整率１００分の８７を適用して退職手当を支払った。 

キ ２７年４月１６日、東京地方裁判所立川支部は、上記⑴ウの別訴に

つき、原告らの主張どおり、法人に退職手当の減額分全額の支払を命

じる旨の判決をした（別訴地裁判決）。 

 ⑶ ２７年退職手当規程に係る交渉経過等（別訴地裁判決後） 

ア ２７年４月２２日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ２外２名が出席し、法人からＢ６事務局長（以下「Ｂ６局長」という。）、

Ｂ２課長外３名が出席した。 

   組合は、別訴地裁判決により調整率を１００分の８７に下げる２５

年改正が違法、無効になったので、１００分の８７を前提とする２７

年退職手当規程についての交渉は無意味である旨、交渉するとすれば、

２５年改正前の規程についての改定交渉になる旨述べた。これに対し、

法人は、承服できない旨述べた。 

  イ ２７年４月２８日、Ａ２は、２７年退職手当規程には同意しない旨記

載した職員過半数代表としての意見書を法人に提出した。 

ウ ２７年５月１日、法人は、別訴につき、東京高等裁判所に控訴を提

起した。 

エ ２７年５月１３日、法人は、２７年退職手当規程等に係る就業規則

変更届に上記イの意見書を添えてＣ３労働基準監督署に提出した。 
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オ ２７年５月２０日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ７書記長、Ａ２外１名が出席し、法人からＢ６局長、Ｂ２課長外４名が

出席した。 

     組合は、現在の有効な規程は法人化直後の規程（２１年退職手当規

程）である旨述べたのに対し、法人は、２７年退職手当規程は有効で

ある旨、それゆえ２６年度の退職者には２７年退職手当規程に基づき

退職手当を支払った旨述べた。 

組合は、別訴の判決が出た時点で再度協議したい、前提となる規程

がどちらかをはっきりさせたい旨述べた。 

カ ２７年８月５日、組合と法人は、団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ４書記長、Ａ２、Ａ７会計が出席し、法人からＢ６局長、Ｂ２課長外４

名が出席した。 

    法人は、２７年４月に昇給抑制の完全回復が実現し、調整額の増額

も確保したので、２７年退職手当規程に同意してほしい旨述べた。こ

れに対し、組合は、別訴が確定した時点で回答する旨述べた。 

【乙 18-1,18-2】 

キ ２７年１０月２８日、東京高等裁判所は、別訴につき、退職手当の

減額分全額の支払を命じる旨の判決をした（別訴高裁判決）。同判決は、

法人における退職手当の基本額に係る調整率の適用について、「法人

化前と同じ１００分の１０４を用いるという限度で労使慣行が成立

しており」、「調整率についてＣ１市の条例を準用するという労使慣行

が成立していたとまでは認められない」と判示した。また、２１年退

職手当規程第１条第２項について、「同規程に定めのない事項につい

て包括的にＣ１市の条例等を準用するものであり、かかる規定を設け

ることは調整率のみならず種々の事項に関して団交の機会を制約す

るものといえるから、同条項を加えることは就業規則の不利益変更に
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当たる」と判示し、「本件の経緯を通じて見ても…１条２項を加える旨

の改正手続が適正になされたと認めることはできず、同条項は無効で

あるというべきである。」と判示した。 

同年１１月１１日、法人は、同判決について上告提起及び上告受理

申立てをした。 

  ⑷ ２７年退職手当規程に係る交渉経過等（別訴高裁判決後） 

ア ２８年１月１３日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ５委員長、

Ａ４書記長、Ａ２、Ａ７会計が出席し、法人からＢ６局長、Ｂ２課長外２

名が出席した。 

  組合は、別訴高裁判決がＣ１市の条例を準用するという労使慣行の

存在を認めず、第１条第２項に基づく措置は無効であると判示したこ

とを踏まえ、調整率１００分の１０４に戻って交渉するよう求めた。

これに対し、法人は、調整率が問題なのであれば、調整率が１００分

の８７である２７年退職手当規程を改定案として提案する、これにつ

いて再交渉すればいい旨述べた。 

また、組合は、２７年退職手当規程は第１条第２項を含む無効な規

程を改正したものであるから無効である、現在は２１年退職手当規程

が有効である旨述べた。 

結局、組合の提案により、２７年退職手当規程が有効か無効かにつ

いて職員過半数代表（Ａ２）が労働委員会の意見を聴きに行った後、再

度交渉することになった。 

   イ ２８年３月１８日、組合は、２７年退職手当規程に係る団交におけ

る上記⑵ウ（２７年３月１２日の団交）、⑶ア（同年４月２２日の団交）、

⑶オ（同年５月２０日の団交）、⑶カ（同年８月５日の団交）及び⑷ア

（２８年１月１３日の団交）の法人の対応について、山梨県労委に本

件救済申立てをした。 
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ウ ２８年６月２８日、別訴に係る法人の上告及び上告受理申立てにつ

いて、最高裁判所は棄却及び不受理と決定した（別訴最高裁決定）。 

エ 法人は、別訴最高裁決定による別訴高裁判決の確定を受けて退職手

当の減額分を原告らに支払った。その後、当該原告ら以外の２５年改

正が適用された退職者から同様の訴訟が提起され、当該退職者の請求

を認める旨の判決が確定したことを受けて、法人は、当該退職者に対

しても減額分の支払を行った。もっとも、法人は、訴訟を提起しない

退職者に対しては、減額分の支払いを行っていない。 

 ⑸ ２７年退職手当規程に係る交渉経過等（別訴最高裁決定後） 

   ア ２８年１０月１９日、組合と法人は団交を行った。組合から初等教

育学科に所属するＡ６委員長、Ａ４書記長及びＡ２が出席し、法人から

Ｂ２局長、Ｂ７総務課長外４名が出席した。 

    (ｱ) 組合は、別訴最高裁決定がされたことから、２１年退職手当規程

に遡って交渉するよう求めた。これに対し、法人は、２７年退職手

当規程は２１年退職手当規程を廃止して新たに制定したものであ

る、したがって２５年改正が無効とされたからといって２７年退職

手当規程が無効になるものではない旨回答した。 

      また、法人は、別訴高裁判決は、２５年改正は本来取るべき手続

がなされていないために無効としているのであり、調整率１００分

の８７の是非については言及していない旨述べた。 

 組合は、大学職員に係る調整率をＣ１市職員と同じとすることに

合理性はない、交渉で決めるべきものと裁判で認められた旨述べ、

教員の納得いく調整率にするよう求めた。これに対し、法人は、調

整率を１００分の８７とする根拠は出資・設立団体のＣ１市におけ

る調整率であり、そのＣ１市はＣ２県や人事院勧告に定める調整率を

根拠にしている旨、他の公立大学法人も同様である旨述べた。 
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 組合は、他の公立大学法人と同じにする必要はなく、独自の基準

を定めればいいと述べた。これに対し、法人は、地方独立行政法人 

法第５７条第３項に規定する「社会一般の情勢に適合したもの」と

して、人事院勧告を根拠にすることが最も適当なやり方である旨述

べた。 

    (ｲ) 組合は、あくまでも２１年退職手当規程に遡って交渉を行うこ

とは拒否するのかとただしたのに対し、法人は、２７年退職手当規

程に基づいて交渉するのであれば拒否はしない旨述べた。 

      組合は、それはおかしいと述べ、「これ以上やっても平行線をたど

るだけなので、今後は労働委員会の場に委ねましょう」と述べた。 

最後に、組合が、調整率の経過措置を定めた２７年退職手当規程

の附則中の「当分の間」の意味をただしたのに対し、法人は、社会

情勢が変わり、人事院勧告で調整率の見直しが示されたときである

旨述べた。 

   イ ２９年４月２０日、組合は、山梨県労委に対し、上記アの２８年１

０月１９日の団交における組合の要求について法人が誠実に団交に

応じること等を請求内容に追加する準備書面を提出した（下記９(4)）。 

７ 学科長規程の制定と管理職化問題に係る経過 

⑴ 学科長規程の制定まで 

ア ２６年２月２５日、法人は組合との団交において、学科長の管理職

化（管理職手当の支給対象とすること）を提案した。組合は、学科長に

は学科所属の教員に対する指揮命令権、人事権、勤務評定権はなく管

理職には当たらないと主張し、法人の事務局長は「管理監督者」（労働

基準法第４１条第２号）に当たらない旨の発言をした。結局、学科長の

管理職化は交渉継続となった。 

イ ２７年１０月６日、常任理事会において、Ｂ２課長は、「２２年度基
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準協会から、役員規程、副学長規程、学長補佐規程及び学科長規程が

ないので整備するよう指摘がありました。次回以降順次提案していき

ます。」と述べた。また、学長のＢ８（以下「Ｂ８学長」という。）が、

「学科長規程を整備するのであれば、管理職化を考えていただきたい」

と述べたところ、常任理事会において了承された。 

  ウ ２７年１０月１６日、法人と組合との予備交渉において、学科長の

管理職化が団交議題の候補として挙げられた。組合は法人に対し、学

科長の職務に教員の管理、監督が含まれないことは前事務局長及び前

前事務局長との間で決着済みであることを確認した。その上で、学科

長への手当の出し方については議題とすることが合意された。 

エ ２７年１０月２３日、法人と組合は団交を行った。組合から、Ａ５委

員長、Ａ４書記長及びＡ２が出席し、法人からＢ６局長、Ｂ２課長外２名

が出席した。  

(ｱ) 法人は、「議題にかかる予備交渉時の質問への回答」と題する書

面及び「Ｙ学科長規程（案）」と題する書面（以下「学科長規程案」

という。）を提出した。 

法人は、学科長の管理職化について、公立大学法人Ｙ職員給与規

程第８条（「管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員のうち、

その職務の特殊性に基づき、理事長が指定する職に対して支給す

る。」）の規定は変えられないが、同規定を緩和する意味においても、

学科長の職務を学科長規程案第３条に限定して列挙している旨述

べた。 

また、法人が提案した学科長規程の案は、制定された学科長規程

（後記ク(ｴ)）と同内容であった。     

組合が、学科長規程案第３条の職務に「管理、監督」が含まれる

のかをただしたのに対し、法人は、例示規定ではなく限定規定であ
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り、明記していないので含まれない旨述べた。 

(ｲ) 組合は、学科長規程案第４条第１項の「学科長は、当該学科から

の推薦を参酌して学長が任命する。」との文言を「…当該学科から

の推薦に基づき…」に変更できないかと述べた。これに対し、法人

は、学科との協議を念頭に「参酌」という言葉を用いているので、

理解願うと述べた。 

組合は、変更できないのであれば「参酌」を削除すべきである旨

延べ、この条項については組合の総会開催後に回答する旨述べた。 

オ ２７年１１月１８日、組合は臨時総会を開催し、学科長の管理職化

に反対すること及び学科長規程案第４条第１項の削除を求めることを

決定し、法人に団交及び予備交渉の開催を申し入れた。                       

カ ２７年１２月１８日、Ａ４書記長は、Ａ５委員長ら執行委員に対し、

同日組合と法人は予備交渉を行ったこと、次回団交の候補日を２８年

１月１３日とすること及び「学科長問題」を含む団交議題が決定され

たことを内容とするメールを送信した。 

  キ ２７年１２月２３日、第１７回教研審において、「副学長規程等の整

備及び学科長の管理職化について」が議事とされた。 

Ａ８比較文化学科長は、学科長が管理職化された場合の職務内容、組

合員の身分との関係、他教員との関係について質問した。また、当時

社会学科長であったＡ５委員長は、学科長規程案第４条第１項の趣旨

等について質問した。 

Ｂ８学長は、質問については次回以降提案する旨述べ、議事は継続審

議となった。 

ク ２８年１月６日、第１８回教研審において、「副学長規程等の整備及

び学科長の管理職化について」が議事とされた。 

(ｱ) 法人は、管理職化に関する前回のＡ８比較文化学科長からの質問
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に対し、「各大学のＨＰをみても、学科長は管理職となっているの

が一般的であり」、「労働組合法においては、管理職は多くの場合、

組合に加入したり結成する権利がないと解釈されています。」、従来

の学科長と他教員との関係については「何も変わりません」と回答

した。 

これに対し、Ａ５委員長は、法人の回答は矛盾している、従来と変

わらないからこそ学科長規程案第３条の職務内容に管理的なこと

は入っていないとＢ２課長から説明を受けた、「要するに充て職的な

意味での管理職と解さざるを得ない」と述べた。 

また、Ａ５委員長は、この問題については教研審で議論せず組合と

の交渉事項に落としてほしいと述べた。 

 (ｲ) 前回Ａ５委員長から質問された学科長規程案第４条第１項の趣

旨について、再度、Ａ５委員長から「参酌し」という文言を「推薦に

基づき」とか「推薦に従い」という文言に置き換えてもらいたいと

いう提案を行ったのに対し、法人（Ｂ８学長）は、そのような文言に

すると、学長が決めていない、ガバナンスの問題になってくる、学

長のガバナンスが通り、大学全体の機構が動いているという形に外

からも見えるようにしたいという趣旨で「参酌」を保持したい旨回

答し、Ａ５委員長とＢ８学長との間において、「参酌」、「尊重」の意味

内容に関するやり取りの後、Ｂ８学長から、「参酌し」というのは、

「合意形成のプロセスとして捉える」、「学科の意見を尊重しながら、

合意形成に努めるプロセスとみなす」という提案があり、このよう

な趣旨で議事録に残しておけばよいか確認したところ、Ａ５委員長

は、「うんうん。推薦を尊重し、合意形成を目指す」と発言した。 

(ｳ) 以上のような経緯を経て、教研審において、副学長規程、学長補

佐規程、学科長規程は原案のとおり承認された。また、学科長規程
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については、第４条第１項中の「参酌」とは合意形成のプロセスと

して、「学科の意見を尊重しながら、合意形成に努める」ものである

ことを記録に留めることとされ、学科長の管理職化については「ペ

ンディング」とされた。 

 (ｴ) 同日、法人は理事会において、学科長規程を承認して、制定し

た。なお、法人は当該制定について事前に組合に通知しなかった。 

  ⑵  ２８年１月１３日の団交及びその後の経過 

ア ２８年１月１３日、組合と法人は団交を行った。（なお、同日は退職

手当規程についても団交が行われた。上記６⑷ア）  

 (ｱ) 組合は、臨時総会の結論として、学科長の管理職化は受け入れら

れないこと、管理職手当はいらないこと、学科長規程案第４条第１

項の削除を求めること等を伝えた。また、組合は、「学科長規程だけ

を作ってもらって、管理職と指定しないものに」と述べた。 

法人は、教研審において学科長の規程が議題になったことを述べ

た上で、「学科長に関する規程については、現行の規程を了承してい

ただいて、管理職手当の支給についての給与改定についてはペンデ

ィングするということでよろしいでしょうか。」と述べた。これに対

し、組合が、現行の規程はない旨述べたところ、法人はこの間の教

研審で出たものである旨述べた。 

     (ｲ) さらに、法人が、学科長規程は成立した旨述べたことに対し、組

合は、学科長規程第４条が前から問題となっていた旨、第４条を削

除することが総会の要請である旨述べた。これについて、法人は、

教研審の中では、学科長規程第４条第１項中の「参酌」とは、合意

形成のプロセスとして学科の意見を尊重しながら合意形成に努め

るという解釈である旨述べた。これに対し、組合は、それでも了承

できない旨、組合が団交で反対しているのだから、学科長規程がこ
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のまま是認されることにはならない旨を述べた。 

(ｳ) また、Ａ２から、議事録も提出されていないことから、教研審で

議論されたというのであれば、先に議事録を提出するべきであって、

交渉の場に使われるのであれば議事録を全部出して見せるよう求め

たのに対し、法人（Ｂ２課長又はＢ６局長）は、「口頭だって同じじゃ

ないですか」と述べた後、議事録は作る旨回答した。 

組合は、教研審がどうあれ、組合が駄目と言っている以上は差戻

しか、「もうこの部分諦めて当該学科が決めるっていう風に、はっ

きり４条を書き換える」ことが最良策である、即答できなければ持

ち帰りだと述べた。これに対し、法人は、「うちは受けいれられませ

んけどね、もちろん」と述べた。また、法人は、お互いに今言って

いることが機関決定である、意見の相違であり、すりあわせできな

いということで持ち帰る旨述べた。 

イ ２８年１月２０日、第１９回教研審において、Ａ５委員長は、「前回

まで継続審議になっていたね、管理職規程の問題があるんですよ。副

学長規程、学科長規程。」と発言した。これに対し、Ｂ８学長は、「あれ

は決まった」、「付帯条件をつけて議事概要に記すことで決めた」と述

べた。 

  また、同教研審において、Ｂ２課長は、団交は管理職化だけを議論し

ているのであり、参考資料として学科長規程を出した旨述べた。 

   ウ ２８年２月２９日、法人は、教授会において、副学長規程、学長補

佐規程及び学科長規程を同年１月６日に公布したことを報告した。 

   エ ２８年３月１８日、組合は、学科長規程に係る団交における法人の

対応について山梨県労委に本件救済申立てをした。 

    オ ２８年３月１９日、組合と法人は団交を行った。組合からＡ４書記

長、Ａ２が出席し、法人からＢ６局長、Ｂ２課長外３名が出席した。 
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  法人は、「学科長の管理職化についての回答」として、学科長規程は

同年１月６日の教研審の決定を受けて原案のとおり同日公布した旨、

管理職化についてはペンディングとなった旨述べた。 

Ａ２は、学科長規程については、お互いに案を出してこの場でも協議

して、教研審でも、第４条中の「参酌」について合意形成のプロセス

という意味内容であると確認され、ホームページにおいても議事概要

が見られるが、運用上問題がある事例が発生した旨、この件を労働委

員会に相談したところ、学科長は人事権があるのであれば管理職に近

く、学長に任命されることになると更に管理職ではないかというよう

な話もあり、労働委員会に救済申立てをすることにする旨述べた。こ

の団交で組合が学科長規程の撤回や修正を求めたり、教研審の議事録

の提出を求めることはなかった。 

８ 組合員３名の配属問題の経過 

 ⑴  職員の配置に関する規定 

公立大学法人Ｙ就業規則には、職員の配置に関する以下の規定がある。 

「（配置等） 

 第１６条 職員の配置は、法人の業務上の必要により、職員の適性

等を勘案して行う。 

    ２ 法人は、業務上の必要がある場合には、職員に配置換、

兼務又は出向を命じることができる。 

    ３ 職員は、前項の場合、正当な理由がない限りこれを拒む

ことはできない。 

    ４ （略）                      」 

                             【乙 148】    

   ⑵ 組合員３名の専門分野等  

ア 組合員３名は、いずれも大学の専任教員として、Ａ２は２０年、Ａ４
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は２３年、Ａ３は１９年のそれぞれ４月１日に公募により採用され、以

後本件再審査結審に至るまで、文学部社会学科（現代社会専攻）に所

属している。 

組合員３名の採用に係る公募条件において、担当予定科目には、い

ずれも演習科目が挙げられていた。 

イ 組合員３名が所属する社会学科は昭和６２年に設置され、その後、

現代社会専攻及び環境コミュニティ創造専攻の２専攻制とされた。 

２８年度において、社会学科には、現代社会専攻 7 名、環境コミュ

ニティ専攻６名の計１３名の専任教員が所属していた。同年度末をも

って退職する専任教員１名を除くと、専任教員１２名のうち、組合員

は９名であった（別紙２参照。以下、組合員３名以外の社会学科の組

合員について、Ａ１を社会学科長就任中は「Ａ１社会学科長」、その他の

組合員をそれぞれ「Ａ９」、「Ａ１０」、「Ａ１１」、「Ａ１２」及び「Ａ１３」と

いう。非組合員の専任教員についてはフルネームを記載する。なお、

２７年度の社会学科長であったＡ５委員長は同年度末で退職した）。 

社会学科の各教員が担当する演習科目は別紙２のとおりであり、Ａ

２（准教授）は「現代史」、Ａ４書記長（教授）は「社会哲学」、Ａ３（教

授）は「現代政治論」の演習科目を担当していた。 

ウ 組合員３名の研究テーマは、大学のホームページの記載（３１年２

月１日現在）によれば、①Ａ２は、「財界」の歴史的分析、新自由主義

改革の国際比較、②Ａ４は、近現代哲学（認識論・存在論・ヘーゲル哲

学・歴史哲学）、生命倫理、③Ａ３は、政治学（都政、地方自治、都市

の国際比較、日本政治）を研究テーマとしていた。 

   エ Ａ２は、大学に採用される前の４年から７年まで、株式会社Ｄ１の地

域事業コンサルティング部ないし都市・地域計画研究部の研究員とし

て勤務した経験がある。 
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また、大学でＡ２が担当している「現代史」の演習科目の履修学生の

卒業論文には、地域史をテーマとするものが２１年度から３０年度ま

での毎年度存在する。 

   オ Ａ３は、前職のＤ２大学において地方自治論の演習を担当していた。

また、大学におけるＡ３の演習科目においては、地域調査を行い、地域

調査報告書を刊行していた。 

  ⑶ 組合員３名の組合活動等 

ア 組合員３名は、次のとおり組合役員等への就任期間がある。なお、

Ａ２に係る「専門委員」とは、組合が職員過半数代表となる者に対し

慣行的に委嘱しているものである。 

    (ｱ)Ａ２ 

       書記長     ２４年６月１８日～２５年６月１９日 

       執行委員    ２５年６月１９日～２６年７月１６日 

       専門委員    ２１年６月１０日～２４年６月１８日 

２６年７月１６日～ 

      （職員過半数代表 ２６年１２月１１日～）  

    (ｲ)Ａ４ 

       書記長     ２７年６月１７日～２９年６月１４日 

       執行委員    ２９年６月１４日～ 

    (ｳ)Ａ３ 

       書記長     ２５年６月１９日～２６年７月１６日 

イ 組合員３名が組合役員等就任中に行った組合活動のうち、法人にお

いて当然に把握することができたものには、次の活動が含まれている。 

(ｱ)Ａ２ 

・ ２５年改正に係る別訴提起時の記者会見への出席（上記６⑴）。 

・ ２７年退職手当規程に係る全ての団交への出席（同６⑵ないし
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⑸） 

・ 学科長規程の制定及び管理職化に係る団交への出席（同７⑴エ、

⑵ア、オ）。 

    (ｲ)Ａ４ 

・ ２７年退職手当規程に係る団交のうち、初回の２７年２月４日

の団交の傍聴（同６⑵ア）、同年８月以降の団交への出席（同６⑶

カ、⑷ア、⑸ア）。 

・ 学科長規程の制定及び管理職化に係る予備交渉及び団交への出

席（同７⑴エ、カ、⑵ア、オ）。 

    (ｳ)Ａ３ 

・ ２７年退職手当規程に係る団交のうち、初回の２７年２月４日

の団交の傍聴（同６⑵ア） 

ウ なお、２６年４月に法人の理事兼副学長となったＢ４副学長は当該

職に就くまでは組合に加入しており、２８年度ないし３０年度におい

て理事兼副学長であったＢ３副学長も組合に加入していた時期があっ

た（上記６⑴エ）。 

⑷ ２８年１１月９日の教研審以前の経過 

ア ２７年６月２３日、理事会において、初等教育学科と社会学科１専

攻については実質的な試験合格者の定員割れが起きていることから、

初等教育学科と社会学科について学科改革の検討を始めることが提

案された。同理事会において、上記学科改革の検討は、プロジェクト

Ａと題されるプロジェクトにおいて始めることが承認された。 

  なお、社会学科の受験者数（前・中期日程の合計）は、２２年度は

現代社会専攻４５８人、環境・コミュニティ専攻１６９人であったも

のが、２７年度はそれぞれ１３３人、９１人に減少していた。 

  イ ２７年１１月５日、プロジェクトＡにおいて、学長からの諮問事
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項として学科改編についての検討が行われていた。プロジェクトＡ

の代表はＢ４副学長であり、プロジェクトＡの社会学科に関する作業

部会には、社会学科長であったＡ５委員長を含め、同学科の専任教員

６名が参加していた。 

  ウ ２８年３月１９日、教授会において、学長から、学科改編に向け

て意見があれば出してほしいと言われたことを受けて、同月２４日、

２８年度に社会学科長となるＡ１は、「社会学科改編プランに向けて

の意見」と題する書面を学長に提出した。 

この書面には、①環境・コミュニティ専攻寄りのコンセプトへの

統一化が検討されているようだが、これまでの入試状況からすれば

現代社会専攻の方が志願者が多く安定しており、学生募集が難しく

なる旨、②Ａ１が担当する演習科目である「都市環境設計論」を含め、

現任教員の担当科目の一部がカリキュラム・専任教員配置例に入っ

ておらず、当該科目を入れるよう求める旨が記載されていた。 

同月２９日、Ａ１は、「社会学科改編プランに向けての意見（続き）」

と題する書面を学長に提出した。この書面においてＡ１は、後日設置

されるＹ地域社会学科設置準備室（以下「地域社会学科準備室」とい

う。）の室員に社会学科長を含めるよう求めた。 

エ ２８年３月３０日、理事会において、「Ｙ学部・学科改編プラン

（案）」が承認された。同案には、社会学科について２専攻方式を改

め、地域の発展を担う能力をもった人材を育成する地域社会学科に

改編すること、地域社会学科準備室の設置等が含まれていた。 

同日、理事会において、Ｙ地域社会学科設置準備室規程が承認さ

れた。同規程において、地域社会学科準備室が処理する事項として、

地域社会学科のポリシー、カリキュラム、教員の配置、教員の担当授

業科目の適合性の確認に関することが含まれ（同規程第２条）、室長
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は副学長、室員は「学長が指名する社会学科の専任教員数名」等と規

定されていた（同第３条、第４条）。 

オ ２８年４月２０日、Ｂ４副学長を室長とし、社会学科の専任教員５

名（Ａ９、Ｅ１、Ａ１１、Ａ１２、Ａ１３。別紙２の備考２）を室員に含む

地域社会学科準備室の第１回会合が開催された。上記の５名はいず

れも採用１年目ないし２年目の者であり、Ａ１社会学科長やより経験

のある組合員３名は室員とはならなかった。 

カ ２８年６月２２日、第６回教研審において、地域社会学科準備室か

ら、地域社会学科の人材育成に係るポリシー（ディプロマ・ポリシー）、

履修科目等の教育課程に係るポリシー（カリキュラム・ポリシー）及

び求める学生像に係るポリシー（アドミッション・ポリシー）の３ポ

リシー（以下「地域社会学科３ポリシー」という。）案の説明があり、

この件については継続審議となった。なお、上記の地域社会学科３ポ

リシー案は、最終的に教研審で承認された地域社会学科３ポリシー（下

記サ）とほぼ同内容である。 

キ ２８年６月２８日、理事会において、地域社会学科３ポリシーを基

本案として決定し、これに基づき新学科のカリキュラムの作成、教職

員の人事に着手すること等を内容とする「Ｙ学部・学科改編プラン

２」が承認された。 

ク ２８年７月６日、社会学科会議において、Ｂ４副学長が地域社会学

科３ポリシーについて説明し、その後の質疑応答において、組合員３

名らが発言した。 

Ａ２の発言には、「こんなポリシーは意味がない。取り下げるべき

だ」、「これで志望者が減った時の責任は誰が取るのか」との内容が含

まれていた。 

Ａ４書記長の発言には、「現代社会専攻の面がなく、環境コミュニ
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ティ専攻の面が強く、今までの受験層が逃げてしまうことが予想さ

れる」、「執行部はもし受験生が減った場合、責任問題だ」、「アドミッ

ションは要求が多すぎて、受験しようとする気持ちにならない」との

内容が含まれていた。 

Ａ３の発言には、「国際と地域の関係がはっきりしない。具体的な

説明ではなく納得できない」との内容が含まれていた。 

また、「地域社会論」の演習科目を担当していたＡ１０は、ディプロ

マ・ポリシーについて、著しく偏った認識が示されている旨述べた。 

ケ ２８年７月１３日、教授会において、Ａ３は、上記クの学科会議の

状況について、地域社会学科３ポリシーにつきそれぞれ問題点等を指

摘した上で、全体として地域社会学科３ポリシーを賛成するという意

見は全くないというのが先週の学科会議だった旨の内容を含む発言

をした。 

    コ ２８年７月２６日、Ａ２はＢ８学長から呼出しを受け、上記クの学

科会議における同人の発言についてＢ８学長に謝罪した。 

サ ２８年８月３日、第９回教研審において、地域社会学科３ポリシー

が提案どおり承認された。 

シ ２８年９月２８日及び１０月５日、第１０回及び第１１回教研審

において、地域社会学科の専任教員の選考基準案が審議された。審議

においては、カリキュラムが検討される前に専任教員の選考基準案

が示されたことや下記選考基準案の①についての異論が出された

が、結局、下記の内容を含む「学科再編に伴う教員配置計画（案）」

を選考基準とすることが確認された。  

            記 

「２．学科の専任教員は、学科３ポリシーに賛同する方を次の順で決

定する。 
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① ３ポリシーを作成した準備室の専任教員 

② 現社会学科に補充される専任教員  

③ 地域社会に深く関って学科の特色を出せる専任教員 

④ 社会科・地歴・公民の教員免許課程認定に必要最小限の専任

教員 

     ３．人数は、以下の学科規模をめどとする。 

        学生数１５０ 

        専任教員数１６（特任は未定）」 

ス ２８年１０月１２日午前、法人は、社会学科の専任教員のうちＥ２、

Ｅ３、Ａ１０及びＡ１社会学科長に対し、地域社会学科への移行につい

て意向確認を行った。法人は、組合員３名に対しては、意向確認をし

なかった。 

  同日午後、第１２回教研審において、Ｂ８学長は上記の意向確認に

ついて報告した。また、Ｂ４副学長は地域社会学科の演習科目構成案

について口頭で発表した。この時点における地域社会学科の演習科

目数は１７であり、社会学科で組合員３名が担当している演習科目

は含まれていなかった。 

   セ ２８年１０月１９日、法人と組合は、組合員３名の配属問題につい

て団交を行った(なお、同日は退職手当規程についても団交が行われ

た。上記６⑸ア)。組合は、組合員３名だけが地域社会学科への移行

について意向確認されていないことを議題とし、学科改編に当たり

組合員３名に不利益が生じないこと等を求めた。 

ソ ２８年１０月２４日、Ａ１社会学科長及び社会学科の専任教員６名

（Ａ１０、Ａ９、Ａ１１、Ａ１２、Ｅ３及び２８年度末で定年退職した専任

教員１名）は連名で、組合員３名を地域社会学科に移行させるよう要

望する書面（以下「本件要望書」という。）をＢ８学長に提出した。上
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記７名の専任教員のうち３名（Ａ９、Ａ１１及びＡ１２）は地域社会学科

準備室員であった。また、上記７名のうち少なくとも５名は組合員で

あった（別紙２の備考１）。   

タ ２８年１０月２６日、教授会において、Ａ１学科長は、上記ソの本

件要望書について公表した。法人は本件要望書に対し、特段の応答を

しなかった。 

同日、第１３回教研審において、地域社会学科のカリキュラムに

関する資料が提出された。この資料において、社会学科の専任教員

のうち組合員３名は地域社会学科の専任教員とならないものとされ

ていた。                                            

チ ２８年１１月９日、第１４回教研審において、地域社会学科の演習

科目群及び専任教員の配属（次表）が提案され、審議が行われた。地

域社会学科の演習科目数は１６とされ、専任教員は、地域社会学科準

備室員５名に加えて、上記スの意向確認がなされた４名の社会学科

の専任教員及び外部からの採用者であり、組合員３名は含まれてい

なかった。上記９名の社会学科の専任教員が担当する演習科目は、そ

れぞれが社会学科で担当している演習科目と同一名称であった。 

Ａ１社会学科長及びＡ８比較文化学科長は、組合員３名について異

論を述べたが、議決の結果、地域社会学科の演習科目群及び専任教員

の配属は承認された。 

 

コース名 演習科目名 教員名 

地域経営 国際経済論 

地域経済論 

農山村再生論 

（１１月９日公募開始予定） 

Ａ１２  

Ａ１３  
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企業経営論 （１１月９日公募開始予定） 

公共政策 自治体経営論 

公共政策論 

憲法 

国際政治論 

（１１月９日公募開始予定） 

Ｅ１ 

（募集中） 

（１１月９日公募開始予定） 

環境社会 環境社会学 

環境法 

地域社会論 

都市環境設計論 

Ｅ３ 

Ａ９  

Ａ１０  

Ａ１社会学科長  

教育文化 環境教育 

生涯学習論 

社会科教育 

地域史 

Ｅ２ 

Ａ１１  

（募集中） 

（１１月９日公募開始予定） 

 

⑸ ２８年１１月９日の教研審後の経過  

 ア ２８年１１月３０日、法人と組合は、組合員３名の配属問題につい

て団交を行った。組合は、組合員３名を地域社会学科に移行させるよ

う求めたのに対し、法人は、既に決まったことであると回答した。  

   組合は、法人に対し、２８年１０月１９日の団交（上記⑷セ）での

確認事項として、配置転換される教員について配置転換に伴って、給

与関係、研究条件、待遇、身分等の不利益変更が出ないことなどを確

認したとする書面を配布した。これに対し、法人は、当該書面の全て

を確認したものではなく組合からの要望にとどまるものも多々存在

すると指摘した上、配置転換に当たっては就業規則第１６条に基づき、

配置転換後の労働条件については違法な変更とならないよう対応す

る旨の回答をした。 
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イ ２９年２月２７日、組合は、本件初審の第５回調査において、組合

員３名を地域社会学科に配属しないことは当該３名が組合活動の中

心を担っている故の差別的取扱いである旨記載した準備書面を提出

してその旨主張した（下記９⑴）。 

ウ ２９年３月９日、理事会において、学科改編に伴い共通教育を強化

するべく、共通教育の教育課程の編成及び実施に関すること等の業

務を行う共通教育センターの新設等が承認された。 

エ ２９年４月２０日、組合は、法人が組合員３名を地域社会学科に配

属しない旨明らかにしたことは労組法第７条第１号及び第３号に当

たる旨記載した準備書面を提出した（下記９⑷）。 

オ ２９年４月２１日、本件初審決定が交付され、同年５月８日、組合

は当委員会に対し、再審査申立てをした。 

カ ２９年６月２６日、理事会において、３０年４月１日付けで初等教

育学科と社会学科の学生募集を停止すること等が承認された。 

２９年６月２８日、法人は、組合員３名のそれぞれに対し、「教員

の配置換えについて」と題するＢ８学長名の書面を交付した。その書

面には、社会学科の学生募集の停止が決定され、組合員３名は所属す

る学科がなくなるため、共通教育センターへ配置換えをしたい旨、労

働条件のうち給与関係、研究条件、待遇、身分については従前と変更

はない旨、ゼミについては全体のカリキュラムを含め現在も検討中

である旨が記載されていた。 

キ ２９年７月５日、法人は、Ｙの文学部初等教育学科及び社会学科の

募集の停止、業務の引継及び廃止に関する規程を制定した。同規程に

よれば、社会学科は３０年３月３１日に在学する学生が在学しなく

なる日までの間存続し（第２条の２）、その間の社会学科の業務は教

養学部地域社会学科が行い（第３条）、学生が在籍しなくなったとき
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に廃止する（第４条）ものとされた。 

ク ２９年８月２１日、法人は、組合及びＣ４組合（組合と合わせて「組

合ら」という。なお、Ａ３はＣ４組合にも加入している。）に対し、組

合らが合同で提出した同年７月２２日付け「地域社会学科設置に伴

う３教員移行に関する団交申し入れ書」等への回答を書面で交付し

た。同書面には、以下の内容が含まれている。 

(ｱ) 地域社会学科の専任教員の選考基準に係る組合らの質問に対

し、法人は、教研審で承認された選考基準（上記⑷シ）において

は、（Ａ）地域社会学科３ポリシーへの賛同及び（Ｂ）①ないし④

の２要件があり、いずれにも該当することが必要である旨回答し

た。 

(ｲ) 組合らの「３教員それぞれの配置転換の理由」の説明要求に対

し、法人は、それぞれの専門分野及び研究テーマが地域社会学科

の１６演習との間で適合せず、また、地域社会学科の特色を出す

ことは難しいと判断した旨回答した。 

ケ ２９年１１月２０日、法人は、組合らに対し、同年１０月２６日付

け要求書への回答を書面で交付した。 

組合らの「地域社会学科の１６ゼミの専門領域の審議過程及び決

定過程について、明らかにすること。また、なぜ１９ゼミとすること

ができなかったのか、経過を明らかにすること」との質問に対し、法

人は、地域社会学科３ポリシーのうちディプロマ・ポリシーを踏まえ

てカリキュラム・ポリシーを作成し、教研審の議を経て４つのコース

を決定した旨、具体的な演習科目は地域社会学科の特徴を示す構成

とした旨の回答に加え、以下のとおり回答した。 

「ちなみに、社会学科においては、Ａ３先生には『現代政治論』、Ａ４

先生には『社会哲学』、Ａ２先生には『現代史』という演習科目を
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担当していただいています。 

しかし、地域社会学科準備室にて検討したところ、卒業論文を

前提とした演習科目からすると、上記各演習科目はディプロマ・

ポリシ－及びカリキュラム・ポリシーを踏まえた場合、地域社会

学科の演習科目として適当ではないと考えました。 

 また、ゼミ数については、基本的に学生１０人に対して１つの

ゼミを開講し、教職課程の有無等を踏まえて増減することになり

ます。 

これを前提とすると、学生の定員１５０人に対する適正なゼミ

数の規模は１６となり、教育研究審議会等の審議を経て決定しま

した。」 

 なお、当時の社会学科の学生定数は１５０名であり、同学科の演

習科目の中には、学生数が３、４名のものや１９名のものがあっ

た。 

コ ３０年１月１６日、法人は、組合らに対し、２９年１１月２２日の

団交における要求事項への回答を書面で交付した。 

(ｱ) 組合からの「学生１０人に対してゼミ数１という基準の根拠を示

すこと」との要求に対し、法人は、「設置基準では定員１５０名に対

して１４個のゼミが定められているところ、従来１個のゼミの定員

を１０名程度として取り扱ってきたことや教職免許過程に必要なゼ

ミ数も踏まえ、地域社会学科についても１個のゼミの定員について

１０名程度を目安とし、１６個のゼミを設けることとしました。」と

回答した。  

(ｲ) 組合からの「社会学科廃止後も演習科目（卒論指導）を担当させ

ること」との要求に対し、法人は、「演習科目と卒業論文は単位認定

上異なりますが、各学科における卒論指導に関連する演習科目につ
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いては、当該学科の専任教員が行うものです。そのため、先生方に

ついては、社会学科廃止後は、他の学科の卒論指導を行う演習科目

はご担当いただけない」旨回答した。 

    (ｳ) 法人は、組合員３名の配属先について、次のとおり回答した。 

「これまで先生方には共通教育センターへの配属を提案してきま

したが、諸事情を勘案のうえ、大学としては、共通教育センターへ

の配属は行わず、現状通り『文学部社会学科（２０１８年度より募

集停止）（以下同じ）』の配属のままとすることを検討しています（中

略）。もっとも、『文学部社会学科』の授業がなくなる場合などには、

いずれ共通教育センターを含め配転を検討せざるをえないことは

予めお伝え致します。 

なお（中略）文学部社会学科に関する学科会議は教養学部地域社

会学科が行うため、『文学部社会学科』所属の先生方は、上記学科会

議の構成員とはなりません。もっとも、学科長が必要があると認め

るときは学科会議に出席し、意見を述べることができます（学科会

議規則８条）。 

また、『文学部社会学科』の配属のままとなる場合でも、『文学部

社会学科』の演習科目（卒論指導）を行うことはもちろんできます

が、それ以外の学科の演習科目（卒論指導）をご担当いただけない

ことは、上記のとおりです。」 

サ(ｱ) ３０年４月１日、教養学部地域社会学科及び学校教育学科が設

置され、文学部社会学科及び初等教育学科の学生募集が停止され

た。 

組合員３名は引き続き社会学科の所属とされ（上記キのとおり、

社会学科は在学する学生が卒業するまでは存続する。）、大学のホ

ームページにおいて「社会学科（２０１８年度学生募集停止）」の
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専任教員として掲載されている（３１年２月１日現在）。 

組合員３名以外の社会学科の専任教員は、地域社会学科の専任

教員として配置された。 

(ｲ) 社会学科と地域社会学科は事務室を共有し、社会学科に係る学

科会議は地域社会学科会議で行われている。組合員３名が地域社

会学科会議に出席を求められたことはない。 

 (ｳ) また、共通教育センターは開始が延期され、少なくとも３１年

２月８日の時点では、いまだ担当教員も確定していないが、法人

は、組合員３名以外の教員を候補者として考えている。 

 (ｴ) なお、初等教育学科の専任教員は、パワーハラスメントの問題

から授業禁止の措置が採られている者１名を除く全員が新設され

た学校教育学科の専任教員となった。当該専任教員の中には、２

８年１０月１９日の団交（上記６⑸ア、８⑷セ）及び本件再審査

申立ての時点で組合の執行委員長であったＡ６委員長が含まれて

いる。           

９ 追加申立てに係る経過 

⑴ ２９年２月２７日に行われた初審の第５回調査において、組合は、「新

たな不当労働行為の発生」との見出しの下、法人において３０年度に新

設する教養学部地域社会学科に組合員３名を配属しないことは、組合員

３名が組合活動の中心を担っている故の差別的取扱いである旨を記載

した同月２１日付け「準備書面（３）」を陳述した。 

なお、山梨県労委が作成した第５回調査の調書には、組合が救済申立

てを追加した旨の記載はない。 

⑵ 上記⑴の第５回調査で、審査委員は、次回の第６回調査でおおむね

調査を終える予定であり、なお主張・立証があれば、その全部を同年４

月２０日までに書面にて提出するよう指示するとともに、第６回調査
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期日を同月２７日午後３時３０分から行う旨確認した。 

⑶ ２９年４月１３日、山梨県労委は、組合は労組法上の「労働組合」の

規定に適合しない旨の資格審査決定及び救済申立てを却下する初審決

定をした。 

⑷ ２９年４月２０日（初審決定の交付日の前日）、組合は同日付け「準

備書面（４）」を山梨県労委に提出した。この書面には、「請求する救

済の内容の変更・追加」として請求する救済の内容（労委規則第３２

条第２項第４号）が記載されているほか、「不当労働行為を構成する具

体的事実の整理及び追加」として不当労働行為を構成する具体的事実

（同条同項第３号）が記載され、新たに追加された不当労働行為を構

成する具体的事実として、①２７年退職手当規程に関し、２８年１０

月１９日に行われた団交における法人の対応が労組法第７条第２号

及び第３号に当たる旨、②地域社会学科に組合員３名を配属しない旨

明らかにしたことが同条第１号及び第３号に当たる旨が記載されて

いた。 

⑸ ２９年４月２１日、上記⑶の初審決定が、当事者に交付された。 

⑹ 上記⑵の第６回調査は行われていない。 

⑺ なお、上記⑷の「準備書面（４）」は、２９年４月２０日をもって山

梨県労委に受領され、初審記録の一部として当委員会に送付されてい

る。 

 

第４ 争点に対する判断 

１ 争点１（申立人適格）について 

本件再審査結審時において、組合員には教研審の構成員である学科長が

含まれ、また、教研審の構成員のうち組合員は学科長だけになっていると

ころ（前記第３の２⑵）、学科長が、労組法第２条ただし書第１号の定める
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「使用者の労働関係についての計画と方針とに関する機密の事項に接し、

そのためにその職務上の義務と責任とが当該労働組合の組合員としての誠

意と責任とに直接にてい触する監督的地位にある労働者その他使用者の利

益を代表する者」（以下「使用者の利益代表者」という。）に該当するので

あれば、組合には申立人適格が認められないので、学科長が使用者の利益

代表者に該当するかを検討する。 

⑴ この点、労組法第２条ただし書第１号は、本来労働組合が自主的に決

すべき構成員の範囲について、労働組合の使用者からの自主性を確保す

るという見地から、使用者側の利益を代表する立場にあると評価できる

一定の労働者をその対象外とする趣旨の規定であるから、その労働者が

使用者の利益代表者に該当するか否かも、その者の職名だけでなく、そ

の者に実際に付与されている権限等をも考慮して、その者が加入するこ

とにより、使用者と対等の立場に立つべき労働組合の自主性が損なわれ

るかどうかの観点から、個別具体的に判断すべきである。 

⑵ア そこで検討すると、学科長は、学科を代表し、学科運営の総括及び

連絡調整に関する職務を行うものの（乙３９（組織運営規程第２２条

第３項）、甲１（学科長規程第３条⑵））、学科長に教員に対する直接の

懲戒権限があるわけではなく、教員の採用・昇任についても学科長が

直接の評価権限を有しているわけでもない。 

また、学科長は教研審の構成員であるところ、教研審は、教員の採

用・昇任等の人事案件を含む大学の教育研究に関する重要事項を審議

する機関であるが（前記第３の３⑴）、教研審における議事は出席者の

過半数で決することとされ（乙６０（教研審規程第８条））、学科長の

意見が必ずしも教研審の審議結果となるわけではない。これに加えて、

教研審における審議後さらに最終的な意思決定は理事会、理事長又は

学長が行うとされていることからすると（乙９０（定款第１７条等））、
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教研審に付議される人事案件に関して学科長が有する権限は、直接的

なものではないと言わざるを得ない。さらに、前記第３の３によれば、

教研審は非公開と規定され、その審議において教員の採用・昇任等の

人事案件について接することもあり得るが、教研審に付議される人事

案件の資料は、元来、教研審の構成員のみならず、専任教員に対して

も、教研審での議決に先立って閲覧に供されていたことからすると

（同３⑵ア）、これが労組法第２条ただし書第１号にいう労働関係に

ついての計画と方針とに関する機密事項であったとは言い難い。 

実際の学科長の位置づけについて見ても、２８年１月６日に学科長

規程が制定されるまでは、学科長は原則として持ち回りとされ、当該

学科の教員の互選により決定されていたことからすると、学科長は、

法人側の代表というよりは、当該学科の教員の意向を受けた、いわば

学科所属の教員の代表者としての側面が強かったと評価するのが相

当である。また、団体交渉においては、学科長であったＡ５委員長が、

組合側の代表として出席しており、法人の団交記録においても組合側

代表者として記録されている。これに加え、法人が組合の申立人適格

につき主張をしたのは、これを否定する判断をした初審決定後の再審

査の段階になってからであって、それ以前の本件の審理経過において

も、法人が学科長の使用者の利益代表者該当性を主張するようなこと

はなかった。このように、組合のみならず法人も、学科長を、法人の

利益を代表する立場ではなく、教員の代表として取り扱っていたもの

と認めることができ、本件で提出された全証拠を見ても、学科長規程

の制定の前後を通して大きくその実情を変じたという事情はうかが

われない。 

このような学科長の実際の権限等に照らすと、学科長が教研審の審

議過程に関与していたために、その職務上の義務と責任とが組合員と
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しての誠意と責任に直接抵触するという状況が生じていたとは考え

難い。 

なお、再審査の段階である３０年４月１日以降、教研審に付議する

人事案件の資料の閲覧可能者が教研審の構成員に限定される旨の規

程変更がされているが（同３⑵ア）、上記のような学科長の実際の権限

等に照らすと、学科長が閲覧可能者が限定されている人事案件の資料

に接しているという点があるとしても、なお学科長の職務上の義務と

責任とが組合員としての誠意と責任に直接抵触するという状況が生

じていたとは認められない。上記の学科長の職務権限及び実際の取扱

いからすると、少なくとも本件においては、学科長は学科所属の教員

の代表者として取り扱われていたのであって、学科長が組合に加入し

ていたとしても、組合の自主性が損なわれることはなかったものと認

められる。 

したがって、学科長は、使用者の利益代表者には該当しない。 

   イ 法人は、学科長が学科を統括することや、教研審の構成員としての

職務や学科を代表し、学科運営の総括及び連絡調整等を行うことを指

摘して、学科長が法人の利益代表者に当たる旨主張するが、学科長の

権限は上記のとおり人事案件について直接的なものとは言えず、法人

の上記指摘をもって学科長が法人の利益代表者に当たると認めるこ

とはできない。 

また、法人は、教研審の構成員は、人事等の秘密情報に接し、実際

に人事権行使の意思決定過程に関与しているから、組合員としての誠

意と責任とに直接にてい触する監督的地位にある労働者に当たる旨

主張するが、上記のとおり人事案件の資料が教研審の構成員以外にも

閲覧されていたことや、本件における実際の学科長の位置づけや実際

の権限等に照らすと、教研審の構成員であるからといって、学科長の
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職務上の義務と責任とが組合員としての誠意と責任に直接てい触す

る状況が生じているとは認められない。 

したがって、法人の主張はいずれも採用できない。 

ウ よって、組合は法適合組合であり、申立人適格を認めるのが相当で

ある。 

２ 争点２（２７年退職手当規程に関する団交）について 

組合は、２７年２月２７日、同年３月１２日、同年４月２２日、同      

年５月２０日、同年８月５日、２８年１月１３日及び同年１０月１９日の

団交における法人の対応が不誠実であった旨主張するため、上記各団交に

おける法人の対応につき検討する。なお、２８年１０月１９日の団交に係

る救済申立ては、２９年４月２０日に山梨県労委に提出された同日付け「準

備書面（４）」に記載されていたものであるところ、下記４のとおり、「準備

書面（４）」に記載された追加救済申立ては、再審査の対象となるものと解

するのが相当である。 

⑴ 前記第３の６⑵ア(ｱ)、イによれば、法人は、２７年退職手当規程に関

する上記各団交においては、２７年退職手当規程の制定理由につき、退

職手当の計算方法等は労働基準法により就業規則に定めなければならな

い旨定められているため、調整率を含めこれまでＣ１市の条例に倣って運

用していた部分について新たに制定したい旨説明しているほか、法人が

提案する調整率の根拠につき人事院勧告（なお、法人が２７年退職手当

規程の根拠として述べる人事院勧告は、同５⑵アの本件人事院見解及び

同５⑵イの閣議決定を指すものと思われる。）に基づくものである旨説明

している。 

また、同６⑵ア(ｲ)、ウ、エによれば、法人は、組合からの調整率を

減じることの見直しや調整率の段階的引下げの要望につき検討し、調整

額の引上げや、退職手当金額の基礎となる給料月額に結び付くものであ
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る号給の回復をすることによる退職手当金額減額の解消といった譲歩案

を組合に提案している。 

さらに、２７年退職手当規程案が初めて提示された団交（２７年２月

４日）のときから、法人は、新たな退職手当規程を２７年３月中に決定

して２６年度退職者から適用したい旨制定時期についてもあらかじめ組

合に通知しており、制定時期について組合が反対の意を唱えたこともな

い。 

上記の法人の各団交における対応及び団交の経緯に照らせば、法人は

自己の見解の根拠を説明するとともに、組合からの要請に応じて譲歩案

を出す等をして団交に応じているのであって、これらの法人の対応が不

誠実であるとは認められない。 

⑵ 組合は、法人が調整率について調整の余地があると述べたにもかかわ

らず、調整率の引下げはそのままであったことを指摘して不誠実性を主

張する。しかし、調整率も最終的には退職手当の金額に影響するもので

あるところ、法人は、退職手当の金額を左右する要素である調整額や号

給の引上げといった上記譲歩案を提案しているのであって、組合の上記

指摘が不誠実性を基礎づけるものとは認められず、組合の主張は採用で

きない。 

⑶ また、組合は、別訴地裁判決、別訴高裁判決及び別訴最高裁決定が出

た後でも、法人が２７年退職手当規程は有効であると主張して２１年退

職手当規程に遡った改正の交渉に応じなかったことをもって不誠実性

を主張する。 

しかし、２７年退職手当規程は、別訴における判決により無効と判断

された２５年改正を前提とするものではなく、新たに制定するものであ

り、また、別訴における判決においても、２７年退職手当規程の効力に

言及しているわけではない。法人もその旨団交において説明しているこ
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とをも踏まえると、法人が、別訴の判決の前後を通じて２７年退職手当

規程を提案したことが不誠実性を基礎づけるものとは認められず、また、

２１年退職手当規程に遡って交渉すべきであったとも認められないので

あるから、組合の主張は採用できない。 

⑷ 以上によれば、２７年退職手当規程に関し、２７年２月２７日から２

８年１０月１９日にかけて行われた各団交における法人の対応が、誠実

交渉義務に違反したものと認めることはできず、また、支配介入にも当

たらないことから、労組法第７条第２号、第３号に定める不当労働行為

には該当しない。 

３ 争点３（学科長規程に関する団交）について 

⑴ 労組法第７条第２号該当性について 

 ア そもそも、学科長等の役職の設置や任命手続等の組織設計に関する

事項は、経営に関する事項であって、一般的には労働条件に関するも

のとはいえない。 

   もっとも、本件において、学科長規程に関する事項は、学科長の管

理職化問題の一環として交渉されてきたところ、学科長規程に規定さ

れた職務内容等によっては、学科長は管理監督者として組合員から除

外されることとなるため、同規程の内容は、組合員の範囲に影響を及

ぼすものといえる。さらに、学科長規程には、学科長の職務内容が規

定されており（第３条）、同規程の内容は、学科長に就いている教員の

労働条件に影響を与えるものといえる。 

   したがって、本件における上記規定を含む学科長規程に関する事項

は、労働条件その他の待遇や団体的労使関係の運営に関する事項であ

るといえ、義務的団交事項に当たる。 

イ 次に、団交の経緯等についてみるに、２７年１０月２３日の団交に

おいては、学科長規程の一部の規定について合意に至らず、特に同規
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程第４条について、組合は組合の総会開催後に回答する旨述べている

ことからすると、学科長規程について引き続き団交が予定されていた

ものということができる。そして、前記第３の７⑴カによれば、２７

年１２月１８日に、Ａ４書記長から組合執行委員に対し、労使間で予備

交渉が行われたこと、次回の団交日が２８年１月１３日であること及

び「学科長問題」が団交議題として挙げられていることを記したメー

ルが送信されたことが認められ、実際に２８年１月１３日に団交が行

われていること、同団交の場において、組合は学科長規程の条項に沿

って改めて主張していること、団交議事録（乙７３の１）においても

「継続協議」と記載された上でＡ４書記長から学科長規程の条項への

言及を含めた発言が記録されていることからすると、遅くとも２７年

１２月１８日の時点では、２８年１月１３日の団交の場において、学

科長規程についての交渉が予定されていたものと認められる。 

   それにもかかわらず、法人は、団交に先立つ２８年１月６日に、組

合が異論を唱える規定を含め法人が提案した案のまま、学科長規程を

制定し、しかも、同月１３日の団交の場において、法人は、学科長規

程第４条第１項の「参酌」の意味内容につき教研審における結果を端

的に説明したにとどまり、予定されていた団交前に学科長規程を制定

した理由・経緯について何ら説明をせず、機関決定済みであるとして

組合との交渉に応じる姿勢を見せていないのであって、団交に先立つ

学科長規程の制定をも含む一連の法人の対応は、不誠実と言わざるを

得ない。 

 ウ 法人は、学科長規程に関する事項は団交の議題とされておらず団交

事項となっていない旨主張するが、これまでの団交の経過を見るに、

２７年１０月１６日の予備交渉及び同月２３日の団交においても、団

交記録上は「学科長の管理職化について」との表題が付けられている
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ものの（乙２２の１、２２の２、４２）、その内容としては、学科長の

職務内容や任命権限について学科長規程の条項に沿って交渉がなさ

れている（前記第３の７⑴ウ、エ）。上記交渉経過に鑑みれば、予備交

渉において団交議題とされた「学科長問題」とは、学科長規程に関す

る問題を指すものと理解するのが相当であり、そうすると、学科長規

程に関する事項は、団交事項になっていたと認められる。したがって、

法人の上記主張は採用できない。 

また、法人は、２８年１月６日の教研審においてＡ５委員長が法人の

提案を受け入れたことから、組合の理解も得られ、交渉は尽くされて

いると考えて学科長規程の制定に至った旨主張する。確かに、同日の

教研審において、Ａ５委員長とＢ８学長との間で、学科長規程第４条第

１項の「参酌」の意味内容についてやり取りがされ、「学科の意見を尊

重しながら、合意形成に努める」という意味内容である旨のＢ８学長の

説明に対し、Ａ５委員長が「うんうん。推薦を尊重し、合意形成を目指

す」と発言して、Ａ５委員長もＢ８学長の説明に一応の理解を示したも

のと認められる。しかし、教研審は、法人内部の審議機関であって、

労使交渉の場ではないのであるから、教研審における上記経過をもっ

て、予定されていた団交に代わるものと評価することはできない。し

たがって、法人の上記主張は採用できない。 

 エ 以上によれば、学科長規程に関し２８年１月１３日に行われた団交

における法人の対応は、誠実交渉義務に違反するものであるため、労

組法第７条第２号の不当労働行為に該当する。 

⑵ 労組法第７条第３号該当性について 

上記⑴のとおり、学科長規程は予備交渉を経て２８年１月１３日にお

ける団交事項となっていたにもかかわらず、法人は、同日の団交に先立

ち、組合に何ら連絡のないまま学科長規程を制定し、同日の団交におい



 

 

- 63 - 

 

て、予定されていた団交前に学科長規程を制定した理由・経緯について

何ら説明を行わず、機関決定済みであるとして組合との交渉に応じる姿

勢を見せていない。このような法人の対応には、組合との交渉を軽視し、

組合をないがしろにする面があることは否めない。 

しかしながら、そもそも学科長規程は学科長の管理職化に関して問題

が浮上したものであるところ、発端となった学科長の管理職化について

は、同日の団交において、組合の意向を踏まえてペンディングとされて

いる。さらに、同日の団交では、退職手当規程についても団交事項とな

っていたところ、これについての法人の対応が不誠実であったわけでは

なく（上記２）、同日以降も団交は開催されている。このような交渉経緯

に鑑みると、法人の同日の学科長規程に係る団交における対応が、組合

の弱体化や、組合の運営・活動の妨害を図るような行為であったとまで

は評価できない。 

したがって、２８年１月１３日に行われた学科長規程に係る団交にお

ける法人の対応は、労組法第７条第３号の不当労働行為に該当するもの

とは認められない。 

⑶ 小括 

以上によれば、学科長規程に関し２８年１月１３日に行われた団交に

おける法人の対応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するが、

同条第３号の不当労働行為には該当しない。 

４ 争点４－１（組合員３名の配属に係る再審査の範囲）について 

 本件において、２９年４月１３日に初審決定がされた後に、組合員の配

属等に係る救済申立てが記載された「準備書面（４）」が山梨県労委に提出

されている。そこで、組合員の配属に係る救済申立てが、再審査の範囲に

含まれるかが問題となる。 

⑴ 再審査は、申し立てられた不服の範囲において行われ、そして、不服
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の申立ては、初審において請求した範囲を超えてはならないとされてお

り（労委規則第５４条第１項）、初審において救済が申し立てられていな

い事実について再審査段階で救済を求めることはできず、また、労働委

員会も救済命令を発することはできない。 

⑵ 本件において、組合は、組合員３名への不当労働行為についての救済

につき、これを記載した２９年２月２１日付け「準備書面（３）」を同月

２７日の初審第５回調査期日において陳述しているのであるから、組合

員の配属に係る救済申立ては再審査の範囲に含まれる旨主張する。 

  しかし、上記「準備書面（３）」には、配属問題について差別的な取扱

いである旨の記載はあるものの、配属問題に関して請求する救済の内容

（労委規則第３２条第１項第４号参照）が明示されているわけでもなく、

法人と組合との関係性を示す背景事情の一つであるともうかがわれるほ

か、調査期日においても、不誠実団交の問題とは別個の不当労働行為の

追加救済申立てである旨も主張されていない。これらの事情に鑑みると、

上記「準備書面（３）」の提出及び陳述により、配属に係る救済の申立て

がされたとすることはできない。 

⑶ もっとも、２９年２月２７日、初審第５回調査で、審査委員は、第６

回調査期日でおおむね調査を終える予定であり、なお主張・立証があれ

ば、その全部を同年４月２０日までに書面にて提出するよう指示すると

ともに、第６回調査期日を同月２７日午後３時３０分から開始する旨確

認している。 

また、救済命令等は、交付の日から効力を生ずるところ（労組法第２

７条の１２第４項）、組合の「準備書面（４）」の提出の翌日である同月

２１日に初審決定は交付されている。組合の上記書面の提出を受けた後、

山梨県労委が新規申立てとしての取扱い等特段対応をしていないことや、

初審決定が組合の申立適格を否定して、組合の申立てを却下する内容で
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あったこと、山梨県労委は「準備書面（４）」を初審記録として他の初審

で提出された書面等とともに中労委に送付していることに照らすと、山

梨県労委においては、上記書面をも含めて初審決定の効果を発生させる

処理をしたものと解するのが相当である。 

したがって、以上のような本件の事情の下では、審査指揮に従って提

出された「準備書面（４）」に記載された追加救済申立ては、初審におい

て請求されたものとして、再審査の対象となるものと解するのが相当で

ある。 

⑷ 法人は、「準備書面（４）」は、初審の調査期日において陳述されてい

ないことを指摘して初審において請求した範囲には含まれない旨主張す

る。しかし、不当労働行為事件の審査手続においては、民事訴訟手続と

異なり口頭主義は採用されていないため、陳述という手続を経ずして審

査資料とすることができるのであるから、法人の上記主張は採用できな

い。 

５ 争点４－２（組合員３名の配属に係る不当労働行為の成否）について 

法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する教養学部地域社会学

科の演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属を決定したことは、組

合員３名を同学科に配属しない旨の決定をしたものとして、労組法第７条

第１号、第３号に該当するか。この点につき、組合は、上記決定について

の①不利益性、②法人の不当労働行為意思の存在を主張して、労組法第７

条第１号、第３号の成立を主張するので、以下これらについて検討する。 

⑴ 不利益な取扱い該当性 

   ア 上記第３の８⑷チによれば、地域社会学科の専任教員は１６名とさ

れ、その構成は、社会学科の専任教員９名、公募される新任教員７名

とされており、組合員３名は含まれていない。上記の地域社会学科の

専任教員の構成に加え、組合員３名は地域社会学科に配属しない旨を
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法人から伝えられていることからすると、組合員３名の同学科への配

属は事実上難しいのであって、地域社会学科の演習科目群を決定し、

これに基づく教員の配属を決定したことは、組合員３名を同学科に配

属しない旨の決定をしたものと同視することができる。 

イ そして、２８年度末をもって退職する者を除く社会学科の専任教員

は１２名であるところ、上記地域社会学科の専任教員の構成のとおり、

組合員３名以外の９名全員が地域社会学科の専任教員に配属され、組

合員３名のみが社会学科に残留することになり、組合員３名は特異な

扱いを受けている。 

また、組合員３名が所属する社会学科の学生募集は停止されるとこ

ろ、社会学科の学生がいなくなれば社会学科は廃止されることとなり、

組合員３名は、専任教員としての授業はできなくなる。 

     さらに、社会学科に係る学科会議も地域社会学科が行うこととなる

ため、社会学科に所属する組合員３名は、学科会議の構成員とはなら

ず、原則として学科会議に参加することができない。学科会議は、授

業の実施に関することや学科長候補者の推薦に関すること、各種委員

会からの要請に関すること等を審議する場であるところ（甲２２）、上

記学科会議に参加できないこととなると、組合員３名は、授業を含め

た教育・研究等の方針決定への参与が大幅に制限されることとなる。 

     以上によれば、上記決定により、組合員３名には、具体的な不利益

が生じているといえる。 

   ウ 法人は、上記決定によっても、組合員３名についての教授又は准教

授たる身分や給与等の労働条件に変更はないため、不利益は生じてい

ない旨主張するが、上記のとおり職務内容や方針決定への参与につき

制限されることとなり、具体的な不利益は生じているのであるから、

法人の主張は採用できない。 
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     また、法人は、組合員３名は、３０年度においても従前と同じ社会

学科に所属していることを指摘して、不利益は生じていないと主張す

るが、上記のとおり同年度に学生募集は停止され、将来的に社会学科

は廃止されて専任教員としての授業ができなくなるのであり、そのよ

うな廃止される社会学科に配属され続けている以上、不利益性を否定

することはできず、法人の主張は採用できない。 

エ したがって、法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する教

養学部地域社会学科の演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属

を決定したことは、組合員３名を同学科に配属しない旨の決定をした

ものとして、不利益な取扱いに該当する。 

⑵ 法人の不当労働行為意思の有無 

ア 学科改編の必要性 

     前記第３の８⑷アによれば、２２年度から２７年度にかけて、社会

学科の受験者数が大幅に減少し、試験合格者の実質的な定員割れが生

じていたところ、学生及び受験生にとって魅力のあるカリキュラムを

提供し受験者数の回復を図るために学科改編自体の必要性があると

した法人の判断に不合理な点は認められない。 

   イ 教員の配属に係る人選の合理性 

  (ｱ) 法人は、組合員３名の演習科目は、いずれも一般的すぎて地域社

会学科には合致しない旨主張する。 

確かに、教育・研究機関である大学において法人は、演習科目の

選定の裁量があり、教研審の承認を経て、ディプロマ・ポリシーを

踏まえてカリキュラム・ポリシーを作成し、地域社会学科の特徴を

表す分野を中心に設置するという基準の下、演習科目を選定したこ

とからすると、演習科目群の選定が直ちに不合理ということはでき

ない。 
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      しかし、組合員３名の演習科目（現代政治論、社会哲学、日本現

代史）の科目名だけでは、地域社会学科に合致するか否かは必ずし

も明らかではなく、ディプロマ・ポリシーに沿った授業の実現可能

性も否定できない。法人は、演習科目群の選定に際して、本人に研

究内容やゼミにおける具体的な指導内容、ディプロマ・ポリシーに

沿った授業の実現可能性を確認することも、論文内容を確認するこ

ともなく、大学のホームページに掲載されている研究名や大学学報

に掲載されている卒業生の卒業論文の題目等を確認するといった

程度の表面的な情報をもとに判断をしたにとどまっている）。上記

のような表面的な判断資料に加え、学科改編の前後で、演習科目が

１２科目から１６科目へと増加しているにも関わらず、既存の専任

教員であった組合員３名の演習科目を採用しなかったことをも踏

まえると、演習科目群の選定過程には疑問が残る。 

  (ｲ) また、組合員３名の専門分野及び研究テーマと選定された１６

の演習科目との適合性についても、法人は、これを判断するに際

し、上記と同様の表面的な情報を元に判断したにとどまり、組合

員３名のこれまでの業績、研究内容を踏まえた演習科目との適合

性判断が適切にされていたとは言い難い。 

    (ｳ) さらに、学科改編は、演習科目の設置に変更が生じ、教員の教育

内容の変更が伴い得るものであり、特に、上記⑴のとおり、組合員

３名が地域社会学科に配属されないこととなると、演習科目を持つ

ことができなくなるほか、学科会議に参加できない等、職務内容や

教育・研究の方針決定への参与の点での大幅な制限といった不利益

を生じることとなる。これらの不利益に加え、組合員３名が法人に

採用される際の公募において担当予定科目として演習科目が掲げ

られていること（前記第３の８⑵ア）や、地域社会学科へ優先的に



 

 

- 69 - 

 

移行する地域社会学科準備室の専任教員を除いて、法人は、組合員

３名以外の社会学科の他の専任教員には地域社会学科への移行に

ついて意向確認を行っていること（同８⑷ス）からすると、上記の

不利益を与えるに当たっては、組合員３名に対し個別に打診を行う

等の配慮が必要であったといえる。 

しかし、法人は、組合員３名に個別聴取をすることがなかったば

かりか、同８⑷ウ、ソのとおり、社会学科の教員の担当科目を地域

社会学科に設置するよう求める意見や、組合員３名を地域社会学科

に移行させるよう要望があったにもかかわらず、法人はこれらの意

見・要望を踏まえてなお特段対応することもなかったのであり、組

合員３名に対する上記の不利益を課すのに相当な手続が取られて

いたとは認め難い。 

    (ｴ) 以上のとおり、演習科目の選定及び選定された演習科目との適

合性判断のいずれにおいても適切にされたとは言い難い上に、そ

の手続も相当性を欠くのであって、教員の配属に係る人選が合理

的であったとは認め難い。 

 ウ 労使関係の状況等 

(ｱ) 法人と組合は、２５年改正をめぐる対立を契機として、２７年退

職手当規程並びに学科長規程の制定及び内容に反対する組合の要

求と法人の見解が対立し、これらの点につき合意に至ることは困難

な状況にあった。このように、２５年以降、取り分け２７年から２

８年頃、組合と法人とは、上記の点をめぐって対立関係にあった。 

   (ｲ) また、上記関係の下における組合員３名の組合活動を見るに、Ａ

２は、書記長、執行委員、専門委員を歴任するほか団交においても積

極的に発言しており、Ａ４は、書記長として団交に出席し、Ａ３は書

記長として別訴に関する記者会見への参加を呼び掛けていた。この
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ように、組合員３名は、いずれも組合における役職を務めて組合活

動をしたことがあり、組合の中心的存在の一部であったことは認め

られる。 

(ｳ) もっとも、社会学科の専任教員であった組合員は、組合員３名を

除く全員が地域社会学科へと配置されているのであって、組合員全

員が地域社会学科から排除されているわけではない。特に、学科改

編や組合員３名の配属につき、法人の方針に対して意見を述べたＡ

１、Ａ１０等の組合員についても（前記第３の８⑷ウ、ク、ソ）、地域

社会学科へと配置されている。また、組合員３名の配属問題及び退

職手当規程が議題とされた２８年１０月１９日の団交及び本件再

審査申立ての時点で組合の執行委員長であったＡ６委員長は（同８

⑸サ(ｴ)）、学科改編の際に新設された学校教育学科の専任教員に配

置されている。 

     上記配属状況を見るに、法人において、学科改編による新設学科

への配属につき、殊更に組合員を避けていると捉えることはできな

い。 

   (ｴ) また、組合員３名を地域社会学科に移行させることを求める本

件要望書は、Ａ１社会学科長及び社会学科の専任教員６名により作

成されたところ、そのうち５名は組合員であったが、本件要望書に

おいて、組合員３名を移行させないことが組合差別である旨の指摘

はない。さらに、地域社会学科準備室の構成員の中には、組合員が

５名含まれていたが、同準備室において演習科目の選定及び専任教

員の選定を検討する際に、組合員３名を地域社会学科に移行させな

いことについて組合差別があったというような具体的経緯の指摘

も証拠上認められない。 

 エ 不当労働行為意思 
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上記のとおり、組合員であっても、新設学科に配属されていること

に鑑みると、法人が地域社会学科から組合員を排除する意図があった

とまではうかがわれない。また、組合員３名は組合の中心的存在の一

部であったものの、当時の組合の執行委員長が新設学科に配属されて

いることからすると、組合員３名が新設学科に配属させられなかった

理由が組合の中心的存在であったことにあるとも認め難い。さらに、

地域社会学科の演習科目の選定及び専任教員の選定において、その選

定過程に関与した地域社会学科準備室の構成員であった組合員から、

選定に当たって組合差別があったとの指摘もない。 

そうすると、教員の配属に係る人選の合理性が認め難いものであっ

たとしても、組合員３名が組合員でなければ、地域社会学科に配属さ

れていたであろうとまでの推認をすることは困難であって、組合員３

名を地域社会学科に配属しない旨の決定をしたことが、組合員である

ことを理由として行われたとまでは認められない。 

     したがって、組合員３名を地域社会学科に配属しなかったことにつ

いて、法人の不当労働行為意思は認められない。 

組合は、団交や別件訴訟を支援するなどの組合活動をして法人と対

立する状況にあったことや、組合員３名は組合活動の中心であったこ

とを指摘して、不当労働行為意思があると主張するが、組合の指摘す

る事情を考慮しても、不当労働行為意思が認められないことは上記の

とおりであって、組合の主張は採用できない。 

⑶ 不当労働行為該当性 

    以上のとおり、法人が、２８年１１月９日に、３０年度に設置する教

養学部地域社会学科の演習科目群を決定し、これに基づく教員の配属を

決定したことは、不当労働行為意思が認められないため、労組法第７条

第１号には該当しない。 
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    また、上記⑵ウのとおり、執行委員長をはじめ、組合員３名を除く他

の組合員については、法人の方針に対して意見を述べたにもかかわらず、

新設学科に配属されていることからすると、組合員３名を地域社会学科

に配属しなかったこととなる上記決定は、組合員の組合活動を萎縮させ

る等組合の弱体化効果を持つものとは認められない。したがって、上記

決定は、労組法第７条第３号にも該当しない。 

 

第５ 救済方法 

  上記第４の３のとおり、２８年１月１３日に行われた学科長規程に係る団

交における法人の対応は、労組法第７条第２条の不当労働行為に該当する。

そうすると、今後同様の行為が繰り返されることを予防する措置を講じ、も

って法人と組合との集団的労使関係の正常化を図るためには、法人に対し、

上記の団交における法人の対応が不当労働行為に当たると認定されたことを

明記した文書を交付する旨命ずることが相当である。 

 

第６ 結論 

以上のとおりであるので、初審決定を前記第４及び第５に従って変更する

こととし、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労委

規則第５５条に基づき、主文のとおり命令する。 

 

令和２年３月４日 

 

中央労働委員会 

第二部会長  岩村 正彦  ㊞ 

 

（別紙１，２：略） 


